Ａ study of total management system (TMS) for the organization“A study about the profitable contribution management system for small and medium-sized enterprises” by 瀧野, 勝





















－中小企業・組織の業績向上・永続性に寄与する TMS の研究― 
 
Ａ study of total management system (TMS) for the organization 
“A study about the profitable contribution management system 















ISO  International  Organization  for  Standardization  国際標準化機構  
TMS  Total  Management  System  総合的ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｼｽﾃﾑ  
ISOMSS  ISO  Management System Standard  ISO ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｼｽﾃﾑ規格  
DPEC  Deming Prize Evaluation Criteria  デミング賞評価基準  
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EMS  Environment   Management System    環境ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｼｽﾃﾑ  
MSS  Management System  Standard  ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｼｽﾃﾑ規格  
MS Management System  ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｼｽﾃﾑ  
MR  Management Review  ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ・ﾚﾋﾞｭｰ  
IQA  Inner Quality Audit  内部品質監査  
SR  Social Responsibility  社会的責任  




























から今日の TQM と ISOMSS を概観し，近年、日本の ISOMSS 認証登録減の要因調査と先行
研究結果から、①中小企業・組織の要求・要望・アンケート・インタビュー、②MSS 比較
研究、③事例研究を通じて、中小企業・組織向け TMS の提示をする研究を行った。 
1 章：研究の背景 
日本は戦後の粗悪日本製品時代を克服し、TQC を背景に 1970 年代頃から日本製品の品
質の良さは世界的に受容された。1970 年後半頃から欧米は「日本に学べ」と，各国で品
質賞が制定され，ISOは1987年ISO9001品質マネジメントシステム規格を制定してから、
その後も多くの ISOMSS が発行している。 2013 年現在、それらの ISOMSS は世界的に採用
され運用されている。世界の ISO9001 認証登録は増加中であるが， 日本では品質 ISO の
適合組織件数 2008 年より減少、環境 ISO も 2010 年より減少に転じている（出典：JAB）。
問題の所在として，中小企業・組織の要求と ISOMSS の要求が合致しないのではないか，
中小組織向け MSがないのではないかの問題提起からスタートして調査研究をした。  
２章：先行２文献の研究 
2 つの先行文献の内容は素晴らしい MS 提示であるが、①中小企業・組織の要求・要望，




要望，MSS 比較，事例研究、現場の声を反映した中小企業・組織向け TMS の研究をする。 
４章：本論 
(1)アンケート調査結果；①中小企業・組織の ISO9001 の有効性評価＝50.6%、②中小企





(2)MSS の比較研究；①中小企業・組織の要求・要望との対応強度が強い DPEC と
ISOMSS の matrix 対応強度の 1 位は ISO9001（＝ 53.1%）であり、SO9001 を中心
MS とし、これに DPEC の強み （PQCDSME,経営戦略・・・等）を反映する。②ISO9001
の強みは内部監査、文書化・・等である。  
(3)事例研究；6 事例の研究から TMS 織り込む項目の抽出＝事業戦略、RISKMS、マネ
ジメントレ ビュー、形式知化（SECI）、経営戦略・戦術、ビジョン化、計画参画、実施









5 章分析と考察  
仮説 TMS-1 の検証の有効性のアンケート調査＝4.5 点/5 点満点，ISO26000 の「７つの中
核主題」のインタビュー＝4.4 点/5 点満点の結果から TMS-1 は評価された。中小企業の
経営者インタビューで、経営者は中核７主題について、日常的に俯瞰して当り前として
実践していることが検証されたので、中小向け TMS の SR では ISO26000 を参考にして、
その中小企業・組織文化・目的から必要な項目を明示する。 SR・経営理念も中小企業・
組織向け TMS に必要か，不要かをインタビューした結果 ，各社とも SR と企業理念は必
要である、としている。その必要理由は、「従業員の考え、行動規範のベースになる。全
社員が共有するものが必要である。永続的経営の根幹になる」であった。結論は TMS に
「SR と経営理念」を入れる。また，調査 7 社と少ないが、経営理念・品質以外の経営指
標を取り入れたTMSの 4社は全社運営を100とした場合、50～80％と良い評価している。
提案 TMS-1 の検証結果、TMS-1 は有効そうであると検証できた。  








④同じく，IQA と MR も同時期にやった方が良い。⇒TMS2：IQA と MR も同時期展開しても
良いとする。これらを修正して TMS-2 のスキームとする。  
６章結論と今後の課題  
 ４章の研究結果から提示した TMS-1 の有効性をアンケート・インタビューで検証した
結果から、TMS-1 を修正して、中小企業・組織は「目的から計画まで」と「実施と結果ま
で」及び「内部監査とマネジメントレビュー」は同時展開でもよい，中長期戦略は「中
短期戦略でも良い」を TMS-２として提示した。  
今後の課題は，①TMS-2 を多くの中小企業・組織でＴMS として構築・運用し評価を得
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Ａｂｓｔｒａｃｔ 
So many ISOMSS are registered in all over the world, yet Japanese registration  
numbers of ISOMSS have been decreasing since 2008．The purpose of this study is to 
propose the effective TMS for the small and medium-sized enterprises. The author 
compared the relation between ISOMSS and Japanese Deming prize system as TQM 
by matrix analysis. It is found out that ISOMSS has weak point, such as new product 
development by QFD regarding profit, cost, delivery morale and ethic etc. On the 
other hand, the author asked the top managers to fill out the questionnaire what are 
the important things of management. Their answers are continual profit, good sales 
of new developed products, satisfaction of stake holders and growth of employee.  
These study shows that the top manager’s needs and ISOMSS requirements are 
mismatched.  
The paper proposed that new TMS shall be formed of Social 
responsibility ,corporate philosophy , risk management, targets, management 
strategy , management policy, managerial goal, plan, progress management, result to 
ｎext activities , useful inner quality audit and management review. 
Supposing that the organizations especially small and medium-sized enterprises 
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1.2 研究の背景：現状把握  
1987 年に初めて ISO(International Organization for Standardization の略称：国際標
準化機構、以下 ISO）から ISO マネジメントシステム規格(ISO Management System 
Standard、 以下 ISOMSS)として品質マネジメントシステム規格 ISO9000s が発行されて
以来、多くの ISOMSS が発行され、2013 年現在、それらの規格は世界的に採用され運用
されてきている。マネジメントシステム規格（Management System Standard、以下
MSS）の関連について、第２次大戦の戦後から今日の ISOMSS に至る歴史と ISOMSS の
認証登録、運用状況及び運用上の課題について現状調査、概観を以下にする。  
 


































































































表 1.1 日本・欧米・ISO のマネジメントシステム規格関連（出典：日米英企業の品質
管史：著者由井 浩(2011）、発行所㈱中央経済社を筆者がアレンジ） 
年度 日本 欧米 ISO 含国際 MSS 規格関連 
1947   ISO 非政府間組織民間組織設立 








1961 1961 年頃全社的品質管理の開始   
1962 雑誌「現場と QC」創刊   
1966  第 10 回 EOQC 大会ストックフォ
ルムで日本の QC サークルを紹介 
 
1970 1970 年代 TQC 時代 1970 年代各国で品質保証規格開発  
1975 1975 頃日本型 TQC 海外移出   
1979   品質保証の国際基準化活動開始 
1980  NBC がデミングと TQC を紹介  





1991 JISZ9901   
1992  欧州品質賞制定  
1994   ISO9000 ファミリー改訂 
1996 JISQ14001  14001(環境 MS：EMS) 
1999   OHSAS18001(労働安全衛生 MS) 
2000   ISO9000 ファミリー改訂 
2002   19011(品質及び/又は環境 MS 監査
のための指針、ISO/TS16949 
2003 JISQ9023,9024,9025   
2005   27001(情報セキュリティ MS) 
2005   22000（食品安全 MS） 
2009   31000(リスク MS) 
2010   26000(社会的責任に関する手引) 
2011 JISQ50001  50001（エネルギーMS） 
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1.2.2 ISOMSS の世界の運用状況 
ISOMSS は、世界的レベルでみてどの程度運用されているか調査した。ISO ホームペー
ジ（http://www.iso.org/iso/iso-survey2010.pdf）によると、2011 年 12 月 1 日付の「The 
ISO Survey of certifications 2010」で、2010 年 12 月末時点の世界の ISO 登録件数を
調査し発表している。調査結果の中から、(1)ISO9001 の 1993 年からの世界の登録件数推
移、(2)規格別の世界の登録件数、(3)規格別の国別登録件数（上位 10ヶ国）を紹介して
いる。規格別の登録件数は、いずれの規格も 2009 年より増加している（表 1.2）。また、
国別登録件数では、中国が ISO9001、ISO14001、ISO 22000、ISO/TS 16949 の 4 規格で 1
位、ISO27001 は 5 位である。日本は、すべての規格でトップ 10 入りをしている（表 1.3）。 
 
(1)ISO 9001 の 1993 年からの世界の登録件数推移 
図 1.1 「ISO 9001 の 1993 年からの世界の登録件数推移」に見られるように、世界的
に見て、2010 年では ISO9001 の認証登録件数は右肩上がりで増加の一途をたどり、世界
で約 111 万の企業・組織が登録し運用している。
   
図 1.1 ISO 9001 の 1993 年からの世界の登録件数推移（出典：JIC Quality Assurance Ltd.（JICQA）） 
(2)ISOMSS 規格別の世界の登録件数 
表 1.2「ISOMSS 規格別の世界の登録件数」から、世界的にはいずれの ISOMSS も 2009
年から 2010 年にかけて認証登録件数は増加している。2009 年から 2010 年の増加件数の
順位は、1位が ISO9001 で＋45,120 件（前年比+4%）、2位が ISO14001 で＋27,823 件（前
年比＋12%）、3位が ISO22000 で＋4,749 件（前年比+34%）、4位が ISO/TS16949 で＋2,706
件（前年比＋7%）、5位が ISO27001 で＋2,691 件（前年比+21%）である。認証登録絶対
数では ISO9001 が他の ISOMSS の数倍以上登録され運用されている。 
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表 1.2  ISOMSS 規格別の世界の登録件数（出典：JIC Quality Assurance Ltd.（JICQA））
  
(3)規格別の国別登録件数 
国別登録件数では、中国が ISO9001、ISO14001、ISO 22000、ISO/TS 16949 の 4 規格で
世界 1位を占めている。表 1.3 の結果を日本の登録件数に限って整理して表 1.4 にまと
め、図 1.2 にグラフ化した。日本は、ISO27001（情報セキュリティ MS）の登録件数で世
界 1 位である。日本の中だけでの認証登録順位は、1位が ISO9001（59,287 件）、2位が
ISO14001（35,016 件）、3位が ISO27001（6,264 件）、ISO/TS16949（1,195 件）、ISO22000
（482 件）となっている。世界的にも登録件数で一位であった ISO9001 が、日本でも一位
で約 6万件と極端に多く、2位は ISO14001 で約 3.5 万件が登録され運用されている。 
 









   ISO9001 ISO14001 ISO27001 ISO22000 ISO/TS 16949 
1 位  中国 297,037 中国 69,784 日本 6,264 中国 5,575 中国 14,200 
2 位  ｲﾀﾘｱ 138,892 日本 35,016 ｲﾝﾄﾞ 1,281 ｷﾞﾘｼｬ 1,197 韓国 4,014 
3 位  ﾛｼｱ 68,484 ｽﾍﾟｲﾝ 18,347 ｲｷﾞﾘｽ 1,157 ﾄﾙｺ 1088 ｱﾒﾘｶ 3,727 
4 位  ｽﾍﾟｲﾝ 59,854 ｲﾀﾘｱ 17,064 台湾 1,028 ｲﾝﾄﾞ 1,020 ﾄﾞｲﾂ 3,176 
5 位  日本 59,287 ｲｷﾞﾘｽ 14,346 中国 957 台湾 948 ｲﾝﾄﾞ 2,979 
6 位  ﾄﾞｲﾂ 50,588 韓国 9,681 ｽﾍﾟｲﾝ 711 ﾙｰﾏﾆｱ 641 日本 1,195 
7 位  ｲｷﾞﾘｽ 44,849 ﾙｰﾏﾆｱ 7,418 ﾁｪｺ共和国 529 ﾎﾟｰﾗﾝﾄﾞ 629 ﾌﾞﾗｼﾞﾙ 1,138 
8 位  ｲﾝﾄﾞ 38,250 ﾁｪｺ共和国 6,629 ｲﾀﾘｱ 374 日本 482 ｲﾀﾘｱ 1,118 
9 位  ｱﾒﾘｶ 25,101 ﾄﾞｲﾂ 6,001 ﾄﾞｲﾂ 357 ｽﾍﾟｲﾝ 364 ﾀｲ 1,046 
10 位  韓国 24,778 ｽｳｴｰﾃﾞﾝ 4,622 ﾙｰﾏﾆｱ 350 ｴｼﾞﾌﾟﾄ 276 ﾌﾗﾝｽ 1,033 
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表 1.4 日本の 2010 年 12 月 ISOMS 登録件数(出典：IC Quality Assurance Ltd.(JICQA）) 
ISOMS 名称 ISO9001 ISO14001 ISO27001 ISO/TS 16949 ISO22000 













図 1.2 日本の ISOMS 別登録件数 
 
(4)日本の登録件数の多い ISO9001 と ISO14001 認証登録件数の推移 
日本では ISO9001 と ISO14001 の認証登録が多いので、公益財団法人日本適合性認定
協会（JAB）が発表している認証登録件数を調査した。表 1.5 に日本の ISO19001 と
ISO14001 の JAB の認定審査機関に登録されている登録件数を示した。表 1.4 と表 1.5
の数値の差は JAB が第三者審査機関として認定した審査機関からの数値なので数値の
差が出ている。表 1.5 の JAB の発表の調査結果を ISO9001 と ISO14001 の認証登録件数
推移として図 1.3 と図 1.4 にグラフ化した。これらの表、グラフからわかるように日本
の運用状況をまとめると次のようになる。 
①日本の ISO9001 の登録は 2008 年から登録件数が約 500～2100 件／年の範囲で大幅減
少に転じており、5年継続して減少している。 









表 1.5 日本の ISO9001 と ISO14001 の認証登録件数（出典：JAB） 
 
  
図 1.3 日本の ISO9001 認証登録推移    図 1.4 日本の ISO14001 認証登録推移  
1.3 問題の所在 
 前節でみてきたように、日本の戦後約 10 年間の日本製品は「安かろう、悪かろう」
の時代から 1970、1980 年代には「品質立国」といってよいほど、日本製品の品質は世
界的に認められるようになった。欧米は、日本が良い製品を造り出している方法のひと







000 年３月末 10,861 0 2,604 0 
2001 年３月末 16,665 5804 4,609 2005 
2002 年３月末 22,630 5965 7,291 2682 
2003 年３月末 30,294 7664 10,022 2731 
2004 年３月末 36,147 5853 12,867 2845 
2005 年３月末 40,787 4640 15,851 2984 
2006 年３月末 43,125 2338 18,099 2248 
2007 年３月末 43,369 244 19,779 1680 
2008 年３月末 42,633 -736 20,549 770 
2009 年３月末 40,998 -1635 20,799 250 
2010 年３月末 38,895 -2103 20,483 -316 
2011 年３月末 37,297 -1598 20,245 -236 




システムの研究を進めた。その結果、ISO は ISO9001 の品質マネジメントシステム規格
（Quality Management System、以下 QMS）を 1987 年に初めて発行した。品質関連に
ついては、前述 1.2.1 項の第 2 次大戦の戦後から ISOMSS に至る歴史でみたように、日
本は戦後の復興から 1970、1980 年代は日本的 TQC が全盛期で、日本的やり方が最も
よいという傲慢さがあり、経済的にはバブル経済と重なって、欧米が「日本に学べ」と
して取り組んだマネジメントシステム規格の一つである ISO9001 の規格化には日本は
消極的であったようである。このことが ISO9001 の初版（1987 年）には日本的 MS の反
映が少なかった。その後 1994 年の第一回改訂でも大きな改訂はなく、2000 年の改訂で
は日本的 MS が織り込まれたとはいえ、尚日本的 MS との「ずれ感」は否めないまま、2008
年の改訂も大きな改訂ではなく今日（2013 年）を迎えている。その後多く ISOMSS が発
行されてきた。1990 年代より日本も ISO9001 第三者審査機関による認証審査登録をする
ようになり、多くある ISOMSS の中でも ISO9001 の認証登録は他の ISOMSS 認証登録数よ
りはるかに多く運用されてきた。2012 年 3 月末で、日本では JAB 関係の登録で約 3.7
万（表 1.5）もの組織が ISO9001 を運用しているが、認証登録組織が減少している原因
には、ISO9001 が組織に合わない理由がある筈である。特に ISO9001 の減少が年に約
500～2100 件／年の範囲で大幅減少しているので、以下 ISO9001 に焦点を当て、その他
の ISOMSS、日本的 MS と関連付けて研究をした。この日本的 MS との「ズレ感」が登
録件数減少の続いている原因の一つであると仮説設定できる。また、大手の組織にとっ
ては各々の MS を構築して運用することはできるが、中小企業・組織にとっては費用面、
人材面からも大きな負担である。日本的 MS と ISOMS の融合化、統合化の提案はあるが
中小企業・組織向けの TMS ではない。ISOMSS の要求事項で「なに（What）をしなさい」






できる。ISO9001 が日本で減少に転じる以前ではあるが、2006 年 1 月に筆者が名古屋商
工会議所で実施した中小企業・組織の内部監査員養成受講者に対して、ISO9001 認証登
録して良い点、悪い点について自由に記入をしてもらうアンケートを実施した結果をま
とめた（N=32 人）。アンケートの結果を表 1.6 にまとめた。 


















提起として、その減少要因を調査し、多数ある ISOMSS と日本的 MSS を総合した MSはある
が、大手組織は対応できても、中小企業・組織では資源的に難しいところが多いので、中
小企業・組織の業績向上、永続性に寄与する効果的、有効な中小企業・組織向け総マネジ






























飯塚悦功監修・超 ISO 企業研究会編著(2007 年)「ISO から TQM 総合質経営へ」日本規格
協会発行、2.1.2 項では大月弘行編著（2005）「サービス部門にみる ISO 統合マネジメント
システムの考え方と構築事例」日刊工業新聞社発行を調査した。 
 












も、現在構築している ISO9001 を足がかりに,TQM（Total Quality Management）の
考え方や方法を経営に導入する方がよいと考える。ポスト ISO9001 を TQM と位置づけ、
自社に合う TQM にしたいものである。どこから手をつけてよいかわからないだろうから
ISO9001 をベースに TQM に進化して“超 ISO 企業”となるための具体的指針である
“TQM9000”を提案した。 
 
1) 超 ISO 企業とは 
先行文献１の 19 ページでは、「超 ISO 企業とは、QMS 要求事項を凌駕するレベルの
QMS を構築・運用し、審査登録の維持を目的とした活動以上のことを実施し、経営に役













的 MS の対応比較調査・研究をし、さらに事例を MS の観点から研究して中小企業・組織
の業績向上・永続性に役立つ TMS はどうあるべきかの研究をする。 
 
2) ISO9000 モデルからのステップアップ 
①先行文献１の 20ページでは、ISO9000の限界と克服のポイントを表 2.1にあげている。 
 表 2.1 ISO9001 の限界を打破するときに、克服したい３点 
総合的な品質マネジメント 品質保証、適合性評価から⇒ 競争力のある自律的な組織へ 
計画・設計の質のレベルアップ 計画どおりの実施重視から⇒ 計画内容の充実へ 
技術のレベルアップ マネジメントシステムの審査から⇒ 固有技術そのものの向上へ 
 
②超 ISO 企業への 4 段階モデル 
 先行文献１の 21 ページでは、ISO9000 からのステップアップの基本となる考え方は、
“要求への適合から成果の追及へ”である。この考え方を四つの段階で展開する TQM9000
を開発した。TQM9000 は、ISO9000 から TQM に至るレベル１：ISO9001 レベル、レベ
ル２：TQM の基盤（TQM へのファーストステップ）、レベル３：TQM 品質保証（TQM







図 2.1 ISO9001 から TQM への発展モデル（出典：ISO から TQM 総合質経営へ） 
 
表 2.2 ISO9001 からのステップアップ４段階レベル（出典：ISO から TQM 総合質経営へ） 
レベル コンセプト 
レベル１：ISO-QMS
（ISO9001 に基づく QMS） 




























3) ISO9000 から TQM へのステップアップの視点 
先行文献１の 26～27 ページでは、「ISO9000 から TQM へ向けてのステップアップの基
本的考え方」を図 2.2 及び図 2.3 のように示している。また、図 2.2 が示す基本的考え方
“拡大”と“深化”を基本軸として、①QMS の目的の拡大、②品質活動のレベルアップ、
③管理の考え方・方法・システムのレベルアップ、④改善の方法のレベルアップ項目を、
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表 2.3 TQM9000 ４段階モデルステップの視点（出典：ISO から TQM 総合質経営へ） 
（＋印は、下位のレベルに追加される項目、←印は、下位のレベルと同じ） 





















－ 成果の達成 成果の向上 競争力に直結する成果
の向上 













































管理の考え方 制御・統制、SDCA ＋PDCA ＋管理・経営 ＋戦略・経営 
















































← ＋課題達成（How）型 ＋課題設定（what）型 
費用対効果 － ＋効率の考え方 ＋定量的なｱﾌﾟﾛｰﾁ ＋投資効果の評価 




















目 的 志 向














経 営 要 素
（QCDS･･） 

































管 理 の 考
え方 
ISO9000 の QMS は、制御・統制（control）で、管理のサイクルは SDCA（Standard-Do-Check-Act）
で、管理・経営（Management）、PDCA への発展、さらに戦略（Strategy）・経営も含め管理したい。 









管理ｼｽﾃﾑ ISO9000 の維持管理から方針管理、経営要素管理（機能別管理）、戦略的方針管理へステップアップ 






















適用手法 統計的方法、QC 七つ道具、新 QC七つ道具、QC 的問題解決法、改善手法・技法の拡大・高度化 
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表 2.5「ISO から TQM 総合質経営へ」飯塚悦功監修、日本規格協会発行（出典：ISO から TQM




































品質概念の拡大 製品品質 仕事の質 QMS の質 経営システム（経営プロセ
ス、経営リソース）の質 







管理概念の拡大 制御・統制 ＰＤＣＡ 管理・経営 戦略・経営 
経営科学として
の体系化 














































導入するより、現在構築している ISO9001 を足がかりに、TQM の方法、考え方を経営に導
入するのがよいと考えている。 




③ISO9001 要求事項に適合することから成果の追及へ４段階で展開する TQM9000 を開発し
提案している。 
④4 段階レベルのレベル１は ISO9001 の QMS、レベル２は TQM の基礎、レベル３は TQM の
品質保証、レベル４は TQM 総合質経営を提案し、レベル 1からレベル４へとレベルアップ
させる考え方である。 
図 2.2 からわかるように、ISO9001 からのステップアップの基本となる考え方は、“要
求への適合から成果の追及へ”である。ISO9001 の品質マネジメントシステムの要求事項
に適合すればよいという考え方から、経営管理活動の成果（効果・効率）を求めるという













ったが、日本的 TQM の要素を織り込んだ TQM9001 は素晴らしいといえる。しかし、多




にスタートしている。ISO9001 の 1.2 項では「この規格の要求事項は汎用性があり、業種
及び形態、規模、並びに提供する製品を問わず、あらゆる組織に適用できることを意図し
ている」としているように、全組織を対象にした規格であるので、中小企業・組織に特化
していないのである。             
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②多くある ISOMSS 又は日本的 MS の比較検討がされた結果の提案が TQM9001 となっ
ていると考えられるが， MSS にはそれぞれ強み・弱みがあるだろうから、MSS を比較検
討して、MSS 比較結果の強みと中小企業・組織の要求・要望とを織込んだ中小企業・組織









































 大月弘行編著（2005）「サービス部門にみる ISO 統合マネジメントシステムの考え方と
構築事例」日刊工業新聞社発行を先行文献２として調査した。その中で 64 ページから 91
ページの「6.統合マネジメントシステムの進め方」をまとめると、次のようなことが述べ
られている。 


































































この基本原型に、国際標準の品質 ISO9001、環境 ISO14001、労働安全衛生 OHSAS18001、情



















































2.2 先行研究調査文献 1,2 の研究から未検討課題 
 多くの ISOMSS を含む MSS が発行され世界的に運用されている。日本で最も第三者認証
登録され運用されてきた ISO9001 の認証登録が減少してきている。このような日本の
ISOMSS 運用状況における先行研究 1,2 に共通する課題は、次のようなことである。 
①中小企業・組織の現場の生の声の要求、要望をスタートにして提案モデルを提示してい
いない。 
②中小企業・組織の現場の生の声の要求、要望と現有 MSS との比較がされていない。 
③組織が実際に経験する失敗や成功の事実に基づいた内容が提案モデルに反映されてい
ない。 





システム(TMS)を研究する。そのような中小企業・組織向け TMS を導くために 
①中小企業・組織の現場の生の声の要求、要望を調査し、調査結果と現有 MS の比較研究 
②多くある ISOMSS と日本的 MS の比較研究 
③事例研究から事実に基づいた内容を TMS へ織り込むことで中小企業・組織向けの TMS-1




ビュー結果を反映して TMS-1 を修正し，中小企業・組織向けの TMS-2 を提示する。 
 
2.3 研究上の問題の所在 
 1 章の MSS の歴史と ISOMSS の認証登録推移、2章の先行文献調査結果から研究上の問題
の所在が明らかになった。 
すなわち、 
①日本では ISOMSS、特に ISO9001 の第三者認証登録と運用が一通り行きわたったが、経営
者は、QMS の運用によって業績、実績が上がらず、形骸化を感じつつも業績改善に寄与す


























  中小企業基本法では中小企業の範囲を次の表 3.1 のように定義している。常用雇用者の
69.4%が中小企業で働いている。日本の企業数は、表 3.2 に示したように総務省平成 21 年




表 3.1 中小企業の定義について（出典：中小企業庁中小企業施策利用ガイドブックより） 
業種分類 中小企業基本法の定義 
製造業その他 資本金の額又は出資の総額が 3億円以下の会社並びに 
常時使用する従業員の数が 300 人以下の会社及び個人 
卸売業 資本金の額又は出資の総額が 1億円以下の会社並びに 
常時使用する従業員の数が 100 人以下の会社及び個人 
小売業 資本金の額又は出資の総額が 5千万円以下の会社並びに 
常時使用する従業員の数が 50 人以下の会社及び個人 
サービス業 資本金の額又は出資の総額が 5千万円以下の会社並びに 
常時使用する従業員の数が 100 人以下の会社及び個人 
小規模企業者の定義 
製造業その他 商業・サービス業 
従業員 20人以下 従業員 5人以下 
 
日本で非常に多い中小企業・組織の ISOMSS の構築・運用は、一部 ISOMSS を統合し
た第三者審査認証登録も行われているとはいえ、二つ以上の ISOMS を採用する場合は、
多くの中小企業・組織にとって各々の ISOMSS 毎に MS を構築し運用するとなれば、資
金的にも人材的にも負担になってくる。すなわち、国際標準の品質 ISO9001、環境 ISO14001、








営環境の変化に合うように組織の ISOMS も変化させる必要がある。ISOMS 認証登録後，
ISOMS を順守することを目的にしたような運用をしていたら、数年すると組織目的に合




ISOMS をやめても組織が存在する限り、何らかの組織運用 MS は必要である。MS を運
用することで業績向上をするような TMS があれば、多くある中小企業・組織にとって役
立つ意味のあることになる筈である。ところが、前述のように、多くの組織は ISOMS を
構築する場合、ISOMSS 要求事項に自組織を合せるようにして ISOMS を構築してきたと
ころが多い。この事例は㈱某技術支援センターに参加して、中小企業・組織に ISOMS 構
築と認証登録の支援をしていた時に、どのような組織にも ISOMSS の要求事項に合せて
MS 構築できる雛形 ISOMS を提示し、その雛形に合せて組織の ISOMS の構築を支援を
していた事実からもいえる。なぜそのようになるかといえば ISOMSS の要求事項に沿っ
て審査が行われるためにISOMSSに合せて組織の ISOMSを構築することになるのである。


















する TMS を中小企業・組織に使ってもらえるような TMS にするには、①中小企業・組織
の要求・要望から展開し、②日本的 MS を含む沢山ある ISOMSS の比較、③形骸化させない
ためは事例の事実に基づいた内容を織込んだ TMS が必要である。 
したがって、①②③の認識のもとに研究課題を整理して以下とした。 
①中小企業（99.7%：平成 23 年総務省）･組織は多く存在しているが、中小企業・組織に




















































産    業  
中小企業 
















鉱業，採石業，砂利採取業   2,059 99.8  1,844 89.4  4 0.2  2,063 100  
建設業   519,259 99.9  499,167 96.1  280 0.1  519,539 100  
製造業   446,499 99.5  394,281 87.9  2,036 0.5  448,535 100  
電気・ガス・熱供給・水道業   786 96.7  528 64.9  27 3.3  813 100  
情報通信業   49,503 97.6  34,526 68.1  1,222 2.4  50,725 100  
運輸業，郵便業   81,373 99.7  62,361 76.4  251 0.3  81,624 100  
卸売業，小売業   1,047,079 99.6  869,196 82.7  4,224 0.4  1,051,303 100  
  卸売業 241,917 99.3  175,592 72.1  1,693 0.7  243,610 100  
  小売業 805,162 99.7  693,604 85.9  2,531 0.3  807,693 100  
金融業，保険業   34,672 99.3  33,546 96.0  258 0.7  34,930 100  
不動産業，物品賃貸業   352,548 99.9  345,065 97.8  303 0.1  352,851 100  
学術研究，専門・技術サービス業   203,060 99.7  174,375 85.6  582 0.3  203,642 100  
宿泊業，飲食サービス業   604,050 99.8  524,811 86.7  936 0.2  604,986 100  
生活関連サービス業，娯楽業   404,764 99.9  373,089 92.1  543 0.1  405,307 100  
教育，学習支援業   110,895 99.9  100,213 90.3  124 0.1  111,019 100  
医療，福祉   194,822 99.9  143,584 73.6  243 0.1  195,065 100  
複合サービス事業   3,617 99.9  3,604 99.6  2 0.1  3,619 100  
サービス業（他に分類されないもの）   146,278 99.4  105,171 71.5  891 0.6  147,169 100  
非 1 次産業計   4,201,264 99.7  3,665,361 87.0  11,926 0.3  4,213,190 100  
資料：総務省「平成 21 年経済センサス-基礎調査」再編加工 
（注） 1.企業数＝会社数＋個人事業所（単独事業所及び本所・本社・本店事業所）とする。2.常用雇用者
300 人以下（卸売業、サービス業は 100 人以下、小売業、飲食店は 50 人以下）、又は資本金 3億円以下（卸
売業は 1億円以下、小売業、飲食店、サービス業は 5,000 万円以下）の企業を中小企業とする。 3.常用雇用
者 20 人以下（卸売業、小売業、飲食店、サービス業は 5人以下）の企業を小規模企業とする。4.小規模企業






















けに特化した TMS の提示がないからである。 
(2)研究の範囲（限界） 
研究範囲（限界）は「中小企業・組織の要求・要望の調査研究」、「ISOMSS と日本的
DPEC の MSS の比較研究」及び「事例から事実に基づいて抽出される経営項目の研究」
をとおして「中小企業・組織向け業績・永続性に寄与できる TMS」である。さらに具体
的にいえば、マネジメントシステム規格として、ISOMSS 類と日本的 DPEC の評価基準を
比較研究する。DPEC と ISOMSS 類を研究対象に選ぶ理由は、DPEC は 1章の歴史でも見たよ
うに 1951 年日本で創設以来、日本で長く進化発展し採用されてきているので、これを日





3.3 研究方法  
(1)因果関係の類推 
ISOMS の構築では ISOMS の要求事項を自組織に合せて構築しているので、自組織文















有効な TMS になる筈である。なぜなら，現場の経営者の要求を TMS にするからである。 
②DPEC と ISOMSS それぞれに強み・弱みがある筈である。両 MS の対応強度をマトリックス
分析して双方の強みと弱みを抽出し、その結果を世界的にも最も多く運用されている





③具体的には、ISO9001 と他の ISOMSS マトリックス分析で、ISO9001 にない項目（対応＝
０項目）を ISO9001 に織り込んで TMS にすればよいと考えた。 
④事例研究結果を反映した TMS にすれば、事実に基づく TMS となるので、より中小企業・
組織の現場に有効な形骸化しない TMS になる筈である。 






















⑦日本で最も認証登録の多い「ISO9001（品質 QMS）」と「ISO9001 以外の ISOMSS」対応強
度を明らかにし、ISO9001 の要求事項と他の ISOMSS 要求事項との関係の強い要求事項を明
らかにし、ISOMSS 間で共通する要求事項を抽出して提示 TMS の共通要求事項にする。 
⑧事例研究（6 事例）による、事実から中小企業・組織向け TMS として何が経営で要求さ
れる項目かを抽出して提示 TMS に反映する。 
４章で，これら①から⑧の調査研究結果をまとめることによって「中小企業・組織の業








TMS-1 運用会社の評価で検証する。 検証した結果から TMS-1 を修正して「中小企業・組織
向け業績向上・永続性に寄与する TMS-2」を提示する（５章）。以上の TMS-2 の提示に至
る概念図(フロー図)を図 3.1「論文骨子概念図（フロー図）」で示した。 
論文骨子フローチャート

































































場の要求・要望を調査し、その要求・要望と国際規格 ISO9001 及び日本的 DPEC との対応




に受け止めているかの調査研究から何を TMS へ反映するかを導き出す。 
(2) 中小企業・組織の経営層、部門長層、担当者層が自社・自組織に何を要求・要望して
いるかを調査し、三者層間の対応強度の調査・研究をした。経営者の要求・要望と ISO9001
要求事項及び日本的 DPEC との対応強度の関係の分析研究から何を TMS へ反映するかを導
き出す。 
(3)現在運用されている ISO マネジメントシステム（ISOMSS）と日本的 MS として DPEC と
の比較研究をし、各々の強みを TMS へ反映する。 
(4)最も運用されている ISO9001 要求事項と ISO9001 以外の他の ISOMSS 要求事項の間の対
応強度を分析研究し，ISOMSS の共通要求事項を抽出して TMS の共通事項に反映する。 
(5)事例研究の事実から TMS へ何を反映するかを導き出す。 
現場の声から TMS へ反映する事項、「DPEC」と「ISOMS 要求事項・指針」をマトリック
ス分析で比較・調査・研究から導き出す事項、事例の事実に基づく内容から抽出された経
営上の事項から中小企業・組織向け TMS の枠組みを提示する。 
 
4.1 調査  
4.1.1 ISO9001 の認証登録している中小企業・組織の ISO9001 に対する認識調査 














模で約 100 人のプラスティック製造業 1社、約 10 人の建設業 2社、約 40 人の金属加工業
1社、約 10 人の食品製造業１社の合計 5社で、調査期間は 2012 年 6､7 月に行った。 
調査の質問は次のとおりである。 
質問１．貴社の ISO9001 要求事項毎に該当する欄に○をしてください。 
下表 4.1.1 の該当する欄に○をしてもらった。 
 













評価点 5 4 3 2 1 
ISO9001 要求事

























業が該当する欄に○をしたものを整理して表 4.1.2-1/2、表 4.1.2-2/2 に示した。表 4.1.2
の数値は評価項目に○をした会社数である。表 4.1.2 の計が 5 以下の項目はアンケートで
答えない項目である。ISO9001 が中小企業経営に対してどの程度の有効性を持っていると
認識しているかを把握するため、表 4.1.3 の各欄の数値は（表 4.1.2 の各欄の○の数値）
X（その欄の評価点）を計算して記入したものである。表 4.1.3 の数値総計＝1007 ポイン
トであるが、ISO9001 の要求項目（表 4.1.3 の行数）62 項目として、「経営に大変役立っ
ている」が全て 5点の場合が満点なので、満点の総合計＝5ポイント×62項目×5社＝1550








管理、第 7項の製品実現、第 8項の測定・分析及び改善の 4大項目に整理して表 4.1.4 に
まとめた。 
質問１について考察すると、 
①表 4.1.4 から、経営に大変役立っている＝40 ポイント（2.6％）、経営に役立っている










③表 4.1.3 から、ISO9001 の要求事項を経営に対する有効評価率 64.9%を要求事項の４大
項目に振り分けてみると、第７項の「製品実現」が 22.6%で最も経営に関与している項
目であり、以下第 5項の「経営者の責任」14.6%、第８項の「測定・分析及び改善」13.7%、
第 6 項の「資源の運用管理」7.2%、第 4 項の「品質マネジメントシステム」6.8.%とな




できるので評価点が低い項目になっている。ISO9001 の要求品質項目を 2 次の 62 項目
で、経営にむしろ弊害である＝2 点×5 社＝10 点以下，経営に役立っている＝4 点×5
社＝20 点以上で分類してみると、10 点以下のあまり役に立っていない要求事項は、5.4






















































表 4.1.2-1/2 ISO9001 に基づく QMS 構築運用中小企業の QMS に対する評価結果 



















5 4 3 2 1 
1 ４．QMS 4.1 一般要求事項   4 1     5 
2 4.２文書化に関する要求事項   2 1     3 
3 4.2.1 一般   4 1     5 
4 4.2.2 品質マニュアル   4 1     5 
5 4.2.3 文書管理   4 1     5 
6 4.2.4 記録の管理   4 1     5 
7 ５．経営
者の責任 
5.1 経営者のｺﾐｯﾄﾒﾝﾄ   3 1 1   5 
8 5.2 顧客重視   3 2     5 
9 5.3 品質方針   3 1 1   5 
10 ５．4計画   1 1 1   3 
11 5.4.1 品質目標   3 1 1   5 
12 5.4.2 品質ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｼｽﾃﾑの計画   3 1 1   5 
13 5.5 責任、権限及びコミュニケーション   1 2     3 
14 5.5.1 責任、権限及びｺﾐﾆｹｰｼｮﾝ   3 2     5 
15 5.5.2 管理責任者   3 2     5 
16 5.5.3 内部ｺﾐｭﾆｹｼｮﾝ   3 2     5 
17 5.6 マネジメントレビュー   3       3 
18 5.6 一般   4       4 
19 5.6.1 ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄﾚﾋﾞｭｰへのｲﾝﾌﾟｯﾄ   5       5 
20 5.6.2 ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄﾚﾋﾞｭｰからのｱｳﾄﾌﾟｯﾄ   5       5 
21 ６資源の
運用管理 
6.1 資源の提供   3 2     5 
22 6.2 人的資源   3 2     5 
23 6.2.1 一般   3 2     5 
24 6.2.2 力量、認識及び教育訓練   4 1     5 
25 6.3 ｲﾝﾌﾗｽﾄﾗｸﾁｬｰ   4 1     5 
26 6.4 作業環境 1 3 1     5 
27 ７項製品
実現 
7.1 製品実現の計画 1 2 2     5 






表 4.1.2-2/2 ISO9001 に基づく QMS 構築運用中小企業の QMS に対する評価結果（続き） 




  4 1     5 
30 7.2.2 製品に関連する要求事項のﾚﾋﾞｭｰ   4 1     5 
31 7.2.3 顧客とのｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ   3 2     5 
32 7.3 設計・開発   3       3 
33 7.3.1 設計・開発の計画   2       2 
34 7.3.2 設計・開発へのｲﾝﾌﾟｯﾄ   2       2 
35 7.3.3 設計・開発からのｱｳﾄﾌﾟｯﾄ   2       2 
36 7.3.4 設計・開発のﾚﾋﾞｭｰ   2       2 
37 7.3.5 設計・開発の検証   2       2 
38 7.3.6 設計・開発の妥当性確認   2       2 
39 7.3.7 設計・開発の変更管理   2       2 
40 7.4 購買   2 2     4 
41 7.4.1 購買ﾌﾟﾛｾｽ   3 2     5 
42 7.4.2 購買情報   3 2     5 
43 7.4.3 購買製品の検証   3 2     5 
44 7.5 製造及びサービス提供   1 2     3 




1 3 1     5 
47 7.5.3 識別及びﾄﾚｰｻﾋﾞﾘﾃｨ 1 3 １     5 
48 7.5.4 顧客の所有物   4 1     5 
49 7.5.5 製品の保存   4 1     5 







8.1 一般   3 2     5 
52 ８．２監視及び測定   2 2     4 
53 8.2.1 顧客満足   3 2     5 
54 8.2.2 内部監査   4 1     5 
55 8.2..3 ﾌﾟﾛｾｽの監視及び測定   3 2     5 
56 8.2.4 製品の監視及び測定 1 3 1     5 
57 8.3 不適合製品の管理   2 3     5 
58 8.4 データの分析   3 2     5 
59 8.5 改善   2 1     3 
60 8.5.1 継続的改善 1 3 1     5 
61 8.5.2 是正処置   4 1     5 
62 8.5.3 予防処置 1 3 1     5 
    計 8 186 74 5 0 273 
36 
 




































4.1 一般要求事項 0 16 3 0 0 19     
2 4.２文書化に関する要求事項 0 8 3 0 0 11     
3 4.2.1 一般 0 16 3 0 0 19     
4 4.2.2 品質マニュアル 0 16 3 0 0 19     
5 4.2.3 文書管理 0 16 3 0 0 19     








5.1 経営者のｺﾐｯﾄﾒﾝﾄ 0 12 3 2 0 17     
8 5.2 顧客重視 0 12 6 0 0 18     
9 5.3 品質方針 0 12 3 2 0 17     
10 ５．4 計画 0 4 3 2 0 9     
11 5.4.1 品質目標 0 12 3 2 0 17     
12 5.4.2 品質ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｼｽﾃﾑの計画 0 12 3 2 0 17     
13 5.5 責任、権限及びコミュニケーション 0 4 6 0 0 10     
14 5.5.1 責任、権限及びｺﾐﾆｹｰｼｮﾝ 0 12 6 0 0 18     
15 5.5.2 管理責任者 0 12 6 0 0 18     
16 5.5.3 内部ｺﾐｭﾆｹｼｮﾝ 0 12 6 0 0 18     
17 5.6 マネジメントレビュー 0 12 0 0 0 12     
18 5.6 一般 0 16 0 0 0 16     
19 5.6.1 ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄﾚﾋﾞｭｰへのｲﾝﾌﾟｯﾄ 0 20 0 0 0 20     






6.1 資源の提供 0 12 6 0 0 18     
22 6.2 人的資源 0 12 6 0 0 18     
23 6.2.1 一般 0 12 6 0 0 18     
24 6.2.2 力量、認識及び教育訓練 0 16 3 0 0 19     
25 6.3 ｲﾝﾌﾗｽﾄﾗｸﾁｬｰ 0 16 3 0 0 19     




7.1 製品実現の計画 5 8 6 0 0 19     
28 7.2 顧客関連のプロセス 0 8 3 0 0 11 
    
29 7.2.1 製品に関連する要求事項の明確化 0 16 3 0 0 19 









7.2.2 製品に関連する要求事項のﾚﾋﾞｭｰ 0 16 3 0 0 19 
  
31 7.2.3 顧客とのｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ 0 12 6 0 0 18     
32 7.3 設計・開発 0 12 0 0 0 12     
33 7.3.1 設計・開発の計画 0 8 0 0 0 8     
34 7.3.2 設計・開発へのｲﾝﾌﾟｯﾄ 0 8 0 0 0 8     
35 7.3.3 設計・開発からのｱｳﾄﾌﾟｯﾄ 0 8 0 0 0 8     
36 7.3.4 設計・開発のﾚﾋﾞｭｰ 0 8 0 0 0 8     
37 7.3.5 設計・開発の検証 0 8 0 0 0 8     
38 7.3.6 設計・開発の妥当性確認 0 8 0 0 0 8     
39 7.3.7 設計・開発の変更管理 0 8 0 0 0 8     
40 7.4 購買 0 8 6 0 0 14     
41 7.4.1 購買ﾌﾟﾛｾｽ 0 12 6 0 0 18     
42 7.4.2 購買情報 0 12 6 0 0 18     
43 7.4.3 購買製品の検証 0 12 6 0 0 18     
44 7.5 製造及びサービス提供 0 4 6 0 0 10     




5 12 3 0 0 20     
47 7.5.3 識別及びﾄﾚｰｻﾋﾞﾘﾃｨ 5 12 3 0 0 20     
48 7.5.4 顧客の所有物 0 16 3 0 0 19     
49 7.5.5 製品の保存 0 16 3 0 0 19     










8.1 一般 0 12 6 0 0 18     
52 ８．２監視及び測定 0 8 6 0 0 14     
53 8.2.1 顧客満足 0 12 6 0 0 18     
54 8.2.2 内部監査 0 16 3 0 0 19     
55 8.2..3 ﾌﾟﾛｾｽの監視及び測定 0 12 6 0 0 18     
56 8.2.4 製品の監視及び測定 5 12 3 0 0 20     
57 8.3 不適合製品の管理 0 8 9 0 0 17     
58 8.4 データの分析 0 12 6 0 0 18     
59 8.5 改善 0 8 3 0 0 11     
60 8.5.1 継続的改善 5 12 3 0 0 20     
61 8.5.2 是正処置 0 16 3 0 0 19     
62 8.5.3 予防処置 5 12 3 0 0 20 212 21.1% 
                  計 40 744 213 10 0 1007 1007 100% 






























点 ５ ４ ３ ２ １ 
４品質ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｼｽﾃﾑ ０ 88 18 ０ ０ 106 6.8% 10.5% 
５経営者の責任 ０ 172 45 10 0 227 14.6% 22.5% 
６資源の運用管理 5 80 27 ０ ０ 112 7.2% 11.1% 
７製品実現 20 264 75 ０ ０ 359 22.6% 34.8% 
８測定、分析及び改善 15 140 57 ０ ０ 212 13.7% 21.1% 
計 40 744 222 10 0 1016 64.9% 100% 
評価率＝評価点の
計／1016 
2.6% 48% 13.7% 0.6% 0% 64.9% － － 
 












































図 4.1.2  ISO9001 の経営に対する評価 66%の要求項目に対する内訳評価率  
 
表 4.1.7 ISO9001 の経営に対する全評価点の内訳（表 4.5 を 100%比率に換算） 
７項 製品実現 34.8% 
５項 経営者の責任 22.5% 
８項 測定、分析及び改善 21.1.% 
６項 資源の運用管理 11.1% 















図 4.1.3  ISO9001 の経営に対する全評価点の内訳（表 4.6 を 100%比率に換算） 





























































































ジメントシステム (TMS) の考えに反映する。 
 
（４）ISO9001 の認証登録中小企業・組織の ISO9001 に対する認識調査から TMS へ反映する
項目・内容 
   質問１から質問７の回答を TMS へどう反映するかについて、整理し下記①～⑦にまと
めた。質問１から質問７の調査結果を TMS への反映・方向付けをするために表 4.1.9
に整理して表 4.1.10 に TMS への反映項目・方向付けとしてまとめた。 
 
①質問１から、ISO9001 の運用で経営に役立っていると考えている企業が 51%ある。
ISO9001 の認証登録件数は全 ISOMSS の中では最も多いので、ISO9001 をベースに中小企
業・組織向け TMS の提示をした方がよい。 





















表 4.1.9 質問１から７のまとめと TMS への反映・方向付け 




























などを TMS へ反映する 
3.全社で重要
な項目は何？ 






















左記を TMS へ反映することを考慮する 
  
表 4.1.10 質問１から７の回答から TMS への反映項目のまとめ 
質 問 TMS への反映項目・方向付け 
1.ISO9001 要求事項有効程度は？ 51%が有効、7 項の製品実現が最も役立、社長が俯瞰できる項目は
小マニュアルでよい 
2.TMS として ISO9001 の不足は何か？ 売上・利益・労務・環境・同業他社評価（競争戦略）・労務 
4.全社で重要は何？ 経営理念・経営指標 
5.家訓・理念は？ 経営理念 
6.安定成長へ MS は？ 上記の経営指標 












の TMS へ反映させること。 
 
（２）調査方法  










の要求・要望事項とし、3次の要求・要望事項を KJ 法でまとめて 2次、2次をまとめて
1 次要求・要望事項とした。その結果を表 4.1.11 中小企業・組織経営層の要求・要望



















表 4.1.11 中小企業・組織経営層の要求・要望事項の展開表（N＝35 人） 








  増産・増収である 















































強度点を 5 点法で評価点付けし、（A の項目別に評価点を合計し、合計が 5 点以上は 5
点、5点以下はそのままの数値の総合計）／（Aの要求項目数×5点満点）×100」とし
た。その対応強度分析結果を以下に示す。経営層の要求・要望事項から部門長層の要求・
要望事項をみたマトリックスによる対応強度の結果を表 4.1.12 にまとめた。 
 











経営理念を明確にする 経営理念を周知徹底する 0 0 0  0 
企業の永続性る いつも黒字経営である ⑥13 7.3 5  10 
新製品が売れる 新製品が認められる ⑤19 10.7 5  10 
ステイクホルダーが満足
する 
三方よしの状態である ③24 13.5 5  10 
社員が幸せである ②30 16.9 5  10 
全社員が成長する 
社員の顧客対応が良い ⑥13 7.3 5  10 
人材が豊富である ⑨7 3.9 5  10 
社員に経営感覚がある ⑧11 6.2 5  10 
人材が活き活きしている 
意志疎通が取れている ①37 20.8 5  10 
従業員が明るい ③24 13.5 5  10 
計 178 100 45 90 
















































任、倫理観：SR）」があるので，SR は TMS に反映をする。②対応強度の計 5 点以上は 5




















不祥事は困る 不祥事は困る 0 0.0  20 0 
会社が永続する 利益が出る 5 2.8  15 5 
市場に受け入れられる 
エンドユーザーの声が聞ける 6 3.4  12 5 
市場に受け入れられる 12 6.8  6 5 
新製品が経営に寄与する 
新技術・新製品・市場確保をする 13 7.3  3 5 
長期販売可能製品を開発する 12 6.8  6 5 
ブランド化で販路確保をする 4 2.3  16 4 
社会に受け入れられる 
社会貢献をする 1 0.6  20 1 
人に喜ばれる 6 3.4  12 5 
社員の士気を向上する 
社員が満足している 17 9.6  2 5 
モチベーションを向上する 13 7.3  3 5 
程良い仕事量である 2 1.1  19 2 
管理者・社員に経営的感覚
がある 
自ら新課題・手順を設定する 4 2.3  16 4 
チームでうまく課題解決する 8 4.5  11 5 
人材が活き活きしている 
意志疎通が取れている 10 5.6  9 5 
若者と意志疎通を図る 11 6.2  8 5 
愛のある職場である 13 7.3  3 5  
活気がある 9 5.1  10 5 
会社にとって存在価値がある 6 3.4  12 5 
従業員のモチベーションが高い 18 10.2  1 5 
高い機動性がある 高い機動性がある 3 1.7  19 3 
相互に評価できる 相互に評価できる 4 2.3  18 4 
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みた対応強度を調査した。その結果を表 4.1.14 に示した。 
 










従業員に高いモチベーションがある 上司に認められる 7 9.9 4 5 
チームで課題解決できる チームで課題を達成する 5 7 7 5 
縦・横組織の情報共有ができている 
組織（横）間の情報共有をする 4 5.6 8 4 
縦間の意思疎通を取る 2 2.8 10 2 
社会に受入れられる 社員が満足している 13 18.3 1 5 
社員の士気を向上する 上司に褒められる 7 9.9 4 5 
顧客（会員）を創造する 顧客満足を増やす 5 9.9 4 5 
創造的研究が社会に活かされる 
創造性の研究ができる 2 2.8 10 2 
社外関係者に受入れられる 8 11.3 3 5 
必要な資源の確保をしている 必要な資源の確保をしている 2 2.8 10 2 
幹部が利益確保に活き活きしている 
幹部が活発である 4 5.6 8 4 
利益が出る 10 14.1 2 5 

































































ISOMSS の良いところは取り入れ、日本の中小企業・組織に有効な TMS を確立する必要
がある。 
 
(７) 中小企業・組織の経営層の要求・要望事項と ISO9001 要求事項の対応強度調査 
中小企業・組織の経営層の要求・要望事項と欧米的 MS として ISO9001 を取り上げ、






ISO9001 要求事項のマトリックス分析に使用した ISO9001 要求事項の一部として表
4.1.15 に示す。表 4.1.15 は筆者がマトリックス比較するために要求事項を 3 次展開表
経営層 
担当者層 部門長層 







表 4.1.15 ISO9001 要求事項の一部 3 次展開表（マトリックス分析用） 
１次 ４．品質マネジメントシステム 
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０ ０ ０ ０ ０ 0 0
新製品が売
れてる






０ ０ ０ ０ 4 4
8





０ ０ ０ 6 4 10
18
13
人材が豊富である ０ ０ 8 ０ ０ 8
社員に経営感覚があ
る





０ 13 ０ ０ ０ 13
従業員が明るい ０ ０ ０ ０ ０ 0
列の合計点 0 15 10 13 11 49(46=5点以上は５点
とした｛46/(5X29)｝


















「ISO9001 の全要求事項（4 項から 8 項）」と「中小企業・組織の経営層の要求・要
望事項」の対応強度は既述のように 31.7%と非常に小さかった。では、ISO9001 要求






階評価で対応の有無を調べた。その結果を表 4.1.17 に示した。ISO9001 の 5 項の経営
者の責任の要求事項から見て経営者の要求はどの程度対応しているか，その対応強度は，
（ISO9001 の 5 項の経営者の責任の要求事項毎の行の和の合計）／（行の項目数×５







表 4.1.17 経営層の要求・要望事項と ISO9001 の経営者の責任の要求事項 










経 営 で 、 企
業 に 永 続 性
がある 
新製品が
認 め ら れ
売 れ て い
る 
S.F が 満
足 ・ 三 方 よ
し ・ 社 員 が
幸せである 
全 社 員 成
長・社員の顧
客対応良・社





従 業 員 が
明るい 
合計  
5.1 経営者のｺﾐｯﾄﾒﾝﾄ  1     1 
5.2 顧客重視   1 1   2 
5.3 品質方針  2     2 
5.4 計画・品質目標、  1     1 
5.5 責任、権限・ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ    1 2 2 5 
5.6 ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄﾚﾋﾞｭｰ(M.R)       ０ 
以下ｲﾝﾌﾟｯﾄａ）監査の結果、       0 
b)顧客からのﾌｨｰﾄﾞﾊﾞｯｸ   1    1 
c)ﾌﾟﾛｾｽの成果を含む実施状況
及び製品の適合性 
  1    1 
d)予防処置及び是正処置の状況   1    1 
ｅ）前回までの MR の結果に対
するﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ 
 2     2 
f)QMSに影響を及ぼす可能性の
ある変更、 
 2     2 
g)改善のための提案  1  1 1 1 4 
ｱｳﾄﾌﾟｯﾄａ）QMS 及びそのﾌﾟﾛｾ
ｽの有効性の改善、 
 2     2 
b)顧客要求事項にかかわる、製
品の改善、 
  1    1 
c)資源の必要性  1     1 
合計 0 12 ５ 3 3 3 26 
55 
 
ISO9001 の要求事項 5 項の「経営者の責任」と「中小企業・組織の経営層の要求・要
望事項」の関係調査結果から，ISO9001 の第 5 項と中小企業・組織向け TMS には次の
①から④のようなことを反映すると良いと考えられる。 












(9) 中小企業・組織の経営層の要求・要望と日本的 DPEC の対応強度調査 
中小企業・組織の経営層の要求・要望事項と欧米的 ISO9001 の対応強度を調査・研究
したので、次に中小企業・組織の経営層の要求・要望事項と日本的 MS として「デミン
グ賞の評価基準（Deming Prize Evaluation Criteria：以下 DPEC）」の対応強度を
同様の方法で調査・研究をした。DPEC は日本科学技術連盟により運営されるデミング
賞委員会から発行されている「デミング賞の評価基準」である。マトリックスにするた





たものを表 4.1.18 に示す。表 4.1.18 は ISO9001 とマトリックス対応比較するために筆
者が 4 次展開表にアレンジしたもので，DPEC の文言どおりではない。 
 
表 4.1.18 DPEC 評価基準の一部の 4 次展開表（マトリックス分析用） 
1 次 １．基本事項（Ｆ） 












顧 客 志 向

























て DPEC と経営層の要求事項対応強度率を求めると 84.8%と ISO9001 の対応強度率
（31.7%）よりも 2倍以上対応強度率が高い。これは、日本の中小企業・組織の経営層
の要求・要望事項は欧米的 ISO9001 より日本的 DPEC の方が合致しているということで
ある。ところが第 1章で調査したように世界的に、そして日本でも MS としては ISO9001
が最も多く運用されているので、多く運用されている各組織の ISO9001MS に中小企業・
組織の経営層の要求・要望事項に合致している DPEC の基準を反映し，中小企業・組織
の要求・要望を反映した TMS にすれば中小企業・組織にとって有効な TMS になることを
示している。したがって、ISO9001 にはない日本的 DPEC の強みを ISO9001 に追加すれ
ばよいということになるので、次節で ISO9001 と DPEC の比較研究をして、日本的 DPEC



















表 4.1.19 中小企業・組織の経営層の要求と日本的 DPEC のマトリックス対応強度 



































































































3 4 9 0 2 13 1 5 5 8 13 63
社員に経営
感覚がある










5 0 13 0 0 9 1 0 0 10 4 42
列合計１









 (10)中小企業・組織の経営層から担当者層の要求項目調査結果の TMS への反映 
 中小企業・組織の経営層、部門長層及び担当者層の要求・要望項目の３者層間の対応
強度の調査結果、さらに経営層の要求・要望と ISO9001、日本的 DPEC との対応強度比
較分析結果から、中小企業・組織向け TMS に反映、方向付けする内容を表 4.1.20 にま
とめた 
 
表 4.1.20 中小企業・組織の経営層から担当者層の要求・要望項目調査結果から TMS への反映 





















率は 84.8%と ISO9001 より非常に高い。し
かし DPEC にも「経営理念」はない 
経営層は「経営理念を明確にし周知徹底したい」としている









ところが，第 1 章で見てきたように品質 ISO、環境 ISO の認証登録件数は減少してき
ている。減少してきているといえども、品質 ISO9001 は約 3.7 万組織と多くの組織が
審査認証登録して運用しているのも事実である。現在運用している組織も本報で既述し
たような問題要因を少なからず包含していると考えられる。しかしながら、費用とエネ





4.1.3 日本的 DPEC と ISOMSS の対応強度比較分析  
 中小企業・組織の経営層の要求・要望と ISO9001 の全要求事項の対応強度率は 31.7%程
度で非常に小さい。また ISO9001 の要求事項 5 項には「経営者の責任」があるので、「経
営層の要求・要望」と「ISO9001 の 5 項の経営者の責任の要求事項」のマトリックスによ
る対応強度比較をしたが、これも対応強度 32.5%で、やはり ISO9001 の 5 項の｢経営者の
責任｣と「経営層の要求・要望」との対応は小さいことがわかった。中小企業・組織の経営
層の要望と日本的 MSS の一つとしての DPEC の対応強度率は 84.8%で ISO9001 の 31.7%
に比較して非常に高い。このことは、中小企業・組織にとっては ISO9001 より日本的 DPEC
の方が合うということを意味している。その違いは何かを調査研究するために、以下 DPEC
と ISOMSS を比較研究することにした。DPEC と ISOMSS をマトリックスにして対応強
度分析をし、それぞれの MSS の強み弱みを評価した結果を TMS にどう反映するべきかを
明らかにしていくことにした。DPEC (2013)と ISO9001(2008)の全要求事項、ISO9001 以
外の ISOMSS の全要求事項を記述すると膨大となるので、本稿には要求事項の全ては既述
せずに、ISO9001 と DPEC の評価基準の一部の要求事項を示した。その他の ISOMSS の
要求事項と指針もその一部を以下の表 4.1.21「日本的 DPEC の一部（既表示表 4.1.18 と同












ISO27001，ISO22000，OHSAS18001,ISO50001 の要求事項・指針を配置して DPEC と ISOMSS
の対応強度分析を行った。対応強度率は DPEC から見た ISOMSS の対応強度率＝｛DPEC
の 4 次の列和が５点以上は５点とし、5点以下はそのままの点数として合計した点数）















































































































































































2 0 0 5 0 計154/290＝ 53.1%
Ｍａｔｒｉｘ（対応強度点付け）
図 4.1.8 DPEC と ISO9001 の対応強度算出 Matrix 
 
（１）調査目的 
①中小企業・組織の経営層の要求・要望事項と対応強度が強い日本的 DPEC と ISOMSS
を比較し DPEC と最も対応強度の強い ISOMSS はどの ISOMSS であるかを明らかにし
て、最も対応強度の強い ISOMS を TMS に反映する。 
②中小企業・組織の経営層層の要求・要望事項と対応強度が強い DPEC の強みの内，何を
中小企業・組織向け TMS に反映するかを明らかにすること。 
③沢山ある ISOMSS の共通要求事項を明らかにすることによって、中小企業・組織が複数
の ISOMSS を採用する場合の TMS の共通要求事項とすること。これによって中小企業・




調査目的①に対しては、DPEC を 1 次から 4 次項目までの展開表(A)とし、ISOMSS 類の
60 
 
要求事項も 1 次から 2 次又は 3 次までの展開表(Bn)として、(A)と(Bn)をマトリックスにし
て既述の 5 段階法で対応強度率を求め、どの ISOMSS が DPEC と対応が強いかを調査・研
究した。 
調査項目②に対しては、DPEC の項目と ISOMSS の要求事項のマトリックで対応強度＝
列和＝０の項目で、DPEC の項目に有って、ISOMSS にない項目を DPEC の強みとし、逆
に ISOMSS の要求事項に有って、DPEC にない項目＝行和＝０を ISOMSS の強みとする。
その強みを TMS への反映項目とする。 
調査項目③に対しては沢山ある ISOMSS 間の要求事項同志のマトリックスで対応強度率













DPEC の 11.1.1.基本事項                                 
1.1 品質マネジメントに関する経営方針とその展開（20 点）                 
1.1.1ａ.業種、業態、規模および経営環境に応じた明確な経営方針のもとに        
1.1.1.1 積極的な品質重視の経営の目標の策定                   
1.1.1.2 積極的な品質重視の経営の戦略の策定                   
1.1.1.3 顧客志向の経営の目標の策定                        
1.1.1.4 顧客志向の経営の戦略の策定                        
1.1.2ｂ.経営方針が組織的に展開され、                      
1.1.2.1 組織的に展開され                            
1.1.2.2 全社一丸となって実施されていること                      
1.2 新商品の開発及び/又は業務の改革（20 点）                    
1.2.1ａ.新商品（製品、ｻｰﾋﾞｽ）の開発及び/又は業務の改革が積極的に行われていること  
1.2.1.1 新商品開発を積極的に実施                        
1.2.1.2 業務改革を積極的に実施                          
1.2.2b.新商品は顧客の要求を満たすものであること。業務の改革の場合は経営の効率化に
大きく貢献しているものであること                         
1.2.2.1 新商品は顧客要求を満たすもの                      
1.2.2.2 業務改革は経営の効率化に大きく貢献                     
61 
 
1.3.商品品質及び業務の質の管理と改善（20 点）                   
1.3.1a.日常管理 1.3.1.1 標準化と教育訓練（日常）                  
1.3.1.2 日常業務でトラブルがほとんど発生せず                  
1.3.1.3 各部門の主要な作業が安定して行われていること               
1.3.2ｂ．継続的改善                               
1.3.2.1 品質その他に関する改善が計画的・継続的に行われ、             
1.3.2.1 市場及び/又は後のプロセスからのクレーム・不良が減少していること、     
1.3.2.3 市場及び/又は後のプロセスからのクレーム・不良が極めて低いレベルに保持されて
いる、                                      
1.3.2.4 顧客満足が向上していること                         
1.4.品質・量・納期・原価・安全・環境の管理システムの整備（10 点）              
1.4.1 品質管理システムで、組織にとって必要なシステムとして整備され有効になっている     
1.4.2 量管理システムで組織にとって必要なシステムとして整備され有効になっている      
1.4.3 納期管理システムで組織にとって必要なシステムとして整備され有効になっている     
1.4.4 原価管理システムで、組織にとって必要なシステムとして整備され有効になっている    
1.4.5 安全管理システムで、組織にとって必要なシステムとして整備され有効になっている    
1.4.6 環境管理システムで、組織にとって必要なシステムとして整備され有効になっている     
1.5.品質情報の収集・分析と IT(情報技術)の活用（15 点）                
1.5.1 市場の品質情報の収集を体系的に実施、                       
1.5.2 組織内の品質情報の収集を体系的に実施、                   
1.5.3 市場・組織内情報が統計的、ＩＴを活用、                    
1.5.4 市場・組織内情報を商品開発・改善に有効に活用、                 
1.5.5 市場・組織内情報を業務の質の管理・改善に有効に活用               
1.6.人材の能力開発（15 点）                            
1.6.1 人材の育成・能力開発が計画的に行われていること、                                 
1.6.2 人材の育成・能力顔発が商品の品質及び業務の質の管理と改善に役立っていること。 
以上、デミング賞評価基準（DPEC：2013）の「11.1.1 基本事項」の全文である（前記の
ように筆者がマトリックス分析用に 4 次項目まで展開し評価基準そのままの表現ではない）。 
 
2)ISO9001 の４項の品質マネジメントシステム要求事項の全文 
ISO9001 の要求事項は、1 次項目として「4 項の品質マネジメントシステム」、「5 項経営
者の責任」、「6 項資源の運用管理」、「7 項製品実現」、「8 項測定、分析及び改善」の５つの
大項目が規定されているが、以下は「4 項の品質マネジメントシステムの 4.1 項一般要求事
項」のみの全文を記し、「5 項経営者の責任」、「6 項資源の運用管理」、「7 項製品実現」、「8
項測定、分析及び改善」は膨大になるのでここでは記述しない。 
 
























以下の表は、マトリックス分析用に整理した DEPC と ISOMSS 要求事項の一部の展開表
である。DPEC の一部の表と ISO9001 要求事項の一部の表は前節で記載した表と同じで
ある。 
表 4.1.21 日本的 DPEC の一部（マトリックス分析用）（既表示の表 4.1.18 と同じ） 
1 次 １．基本事項（Ｆ） 












顧 客 志 向




















表 4.1.22 ISO9001 要求事項の一部 3 次展開表（マトリックス分析用） 
１次 ４．品質マネジメントシステム 














































c) こ れ ら
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効 果 的 で
あ る こ と
を 確 実 に
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表 4.1.23 ISO14001 環境管理要求事項の一部（マトリックス分析用） 
1  次 2  次 
4.1 一般要求事項  組織は、この要求事項に従って、環境マネジメント・・・ 
4.2 環境方針  トップマネジメントは、組織の環境方針を定め・・・ 
4.3 計画  4.3.1 環境側面 
4.3.2 法的及びその他の要求事項 
4.3.3 目的,目標及び実施計画 












表 4.1.24 ISO31000（2009）リスクマネジメント枠組みの一部（マトリックス分析用） 
1 次 2 次 3 次 
4.枠組
み  
4.1 一般  リスクマネジメントの成功は、リスクマネジメント・・・ 




4.3.2 ﾘｽｸﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ方針の確定  
4.3.3 アカウンタビリティ  
4.3.4 組織のプロセスへの統合  
4.3.5 資源  
4.3.6 内部のｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ及び報告の仕組みの確定  
4.3.7 外部のｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ及び報告の仕組みの確定  
4.4 リスクマネジメントの実践  4.4.1 リスクの運用管理のための枠組みの実践  
4.4.2 ﾘｽｸﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄﾌﾟﾛｾｽの実践 
4.5 枠組みのﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ及びﾚﾋﾞｭｰ  リスクマネジメントが効果的で、組織の・・・・ 
4.6 枠組みの継続的改善 モニタリング及びレビューの結果に基づいて・・・ 
 
表 4.1.25 ISO26000(2010）社会的責任の手引きの一部（マトリックス分析用） 
1 次 2 次 
4.社会的責任の原則  4.1 一般  
4.2 説明責任 
4.3 透明性  
4.4 倫理的な行動  
4.5 ステークホルダーの利害の尊重  
4.6 法の支配の尊重  
4.7 国際行動規範の尊重  
4.8 人権の尊重  
表 4.1.26 ISO27001（2005）情報セキュリティ要求事項の一部（マトリックス分析用） 
1 次 2 次 3 次 
4.情報ｾｷｭﾘﾃｨﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｼｽﾃﾑ  4.1 一般要求事項  組織は以下の項目を明確に・・・ 
4.2ISMS の確立及び運営監理  4.2.1ISMS の確立  
4.2.2ISMS の導入及び運用  
4.2.3ISMS の監視及びﾚﾋﾞｭｰ  
4.2.4ISMS の維持及び改善」  
4.3 文書化に関する要求事項  4.3.1 一般  
4.3.3 記録の管理  





表 4.1.27 ISO22000（2005）食品安全要求事項一部 
1 次 2 次 3 次 
4.食品安全ﾏﾈｼﾞﾒﾄｼｽﾃﾑ 4.1 一般要求事項  組織は、この規格の要求・・・ 
4.2 文書化に関する要求事項  4.2.1 一般  
4.2.2 文書管理  
4.2.3 記録の管理  
5.経営者の責任  5.1 経営者のｺﾐｯﾄﾒﾝﾄ  トップマネジメントは、食品・・・ 
5.2 食品安全方針  トップマネジメントは、組・・・ 
5.3 食品安全ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄシステムの計画  トップマネジメントは、次の・・・ 
5.4 責任及び権限  トップマネジメントは、食品・・ 
5.5 食品安全チームリーダー  トップマネジメントは、食品・・・ 
5.6 ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ  5.6.1 外部ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ  
5.6.2 内部ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ  
5.7 緊急事態に対する備え及び対応 トップマネジメントは、食品・・・ 
5.8 ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄﾚﾋﾞｭｰ  
 
5.8.1 一般  
5.8.2 ﾚﾋﾞｭｰﾍのｲﾝﾌﾟｯﾄ  
5.8.3 ﾚﾋﾞｭｰﾍのｱｳﾄﾌﾟｯﾄ  
表 4.1.28 OHSAS18001（2007）労働安全衛生要求事項一部 
1 次 2 次 3 次 
4.労働安全衛生ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｼｽﾃ
ﾑの要素  
4.1 一般要求事項  組織(事業場)は、労働安全衛生・・・ 
4.2 労働安全衛生方針  組織(事業場)の最高経営層に･･･ 
4.3 計画  4.3.1 危険源の特定・ﾘｽｸｱｾｽﾒﾝﾄ・リ
スク管理の計画  
4.3.2 法的及びその他の要求事項  
4.3.3 目標  
4.3.4 労働安全衛生ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ  
4.4 実施及び運用  4.4.1 体制及び責任  
4.4.2 協議及びｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ  
4.4.4 文書化  
4.4.5 文書及びデータ管理  
4.4.6 運用管理  
4.4.7 緊急事態への準備及び対応  
4.5 点検及び是正処置 4.5.1 ﾊﾟﾌｫｰﾏﾝｽの測定とﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ  
4.5.2 事故、事故誘因、不適合、並
びに是正及び予防処置  
4.5.3 記録及び記録の管理  




表 4.1.29  ISO50001（2010）エネルギー要求事項一部（マトリックス分析用） 













（４）DEPEC と ISOMSS 対応強度分析結果 
マトリックス分析用展開表をエクセルでマトリックス表にして、DPEC と ISOMSS の対
応強度率を求めた。マトリックス表の概念は表 4.1.30 のようである。 
 
表 4.1.30 マトリックス分析の概念 
 DPEC 評価基準 対応強度点行和 対応強度率と対応強度の考え方 




し、行和 5 点以上は対応強度 5
点とした） 
食品安全 ISO22000 対応強度点付け 行 和 
環境 ISO14001 対応強度点付け 行 和 
リスク ISO 対応強度点付け 行 和 
エネルギーISO 対応強度点付け 行 和 
情報安全 ISO 対応強度点付け 行 和 
労働安全 対応強度点付け 行 和 
CSRISO 対応強度点付け 行 和 
対応強度点列和 列 和  
対応強度率と対応強
度の考え方 
①列和=0 は DPEC の強み（DPEC の評価基準にはあるが、ISO9001 の
要求事項にはない）を TMS に反映する 
②DPEC からみた各 ISOMS の対応強度率＝(Σ列和／5 点満点ｘDPEC
の列数)ｘ100%、（但し、列和 5 点以上は対応強度 5 点とした） 
 
DPEC の中小企業・組織の経営層の要求・要望事項に対する対応強度率は 84.8%と非常
に高いので、DPEC からみた ISOMSS の対応強度率を調べた。対応強度率は｛（４次の列
和が５点以上は５点とし、５点以下はそのままの点数として合計した点数）/（DPEC の
４次項目数 58 項目ｘ５点満点＝290）｝ｘ100＝DPEC から見た ISOMSS の対応強度率とし








表 4.1.31 DPEC と ISOMSS の対応強度率  
ISOMSS 対応強度／DPECの４次項目数58項目ｘ５点満点 対応強度率
(%) 
品質 ISO9001 154／290 53.1 
食品安全 ISO22000 69／290 23.8 
環境 ISO14001 48／290 16.6 
ﾘｽｸ ISO31000 43／290 14.8 
ｴﾈﾙｷﾞｰ ISO5001 34／290 11.7 
情報安全 ISO27001 22／290 7.6 
労働安全OHSAS18001 11／290 3.8 
CSRISO26000 5／290 1.7 
 
図 4.1.9 DPEC と ISOMSS の対応強度率(%) 
 
１）日本的 DPEC と ISOMSS の比較研究で分かったこと 
 日本的 DPEC と ISOMSS の対応強度率は ISO9001 が 53.1%と最も高いこと。ISOMSS の中
で ISO9001 は DPEC との対応強度が最も高く、日本で最も多く運用されている ISOMSS な
ので、中小企業・組織向け TMS の中心 MSは ISO9001 にする。中心 ISO9001 に日本的 DPEC
の強みを加えることで日本的 MS を織込んだ TMS となる。日本的 DPEC の強みの抽出は、
DPECの評価基準を列に ISO9001 の要求事項を行にしたマトリックスにおいて DPECの評
価基準（列）に有るのに ISO9001（行）に無い、すなわち対応強度の列和＝０の評価基
準を DPEC の強みとして抽出した。このマトリックスの列和＝０の DPEC の強み項目を




次に記述する DPEC の強み項目の No は１次から４次展開するために筆者が便宜上付け












































一方、逆に ISO9001 の DPEC に対する強みもある。それは行和＝０の ISO9001 の要求
事項である。ISO9001 要求事項に有って DPEC にないことを意味するので行和＝０は
ISO9001 の強みであり、それらは次の項目である。 
4.2.3 文書管理、4.2.4 記録の管理、5.5.1 責任、権限及びコミュニケーション、5.5.2
管理責任者、6.3 インフラストラクチャー、7.3.4 設計・開発のレビュー、7.5.5 設計・













（５）TMS に反映する DPEC からの項目 
 日本的 DPEC と全 ISOMSS のマトリックス対応強度の調査結果、ISOMSS の中では DPEC
との対応強度率が最も高いのは ISO9001（対応強度率 53.1%）であったことと、ISOMSS
の中で認証登録件数が多いのは ISO9001 であるので、TMS の中心マネジメントシステム
（MS）は ISO9001 とするとした。そして、ISO9001 にはない DPEC の強み項目を（DPEC
に有って、ISO9001 にない項目＝マトリックスの列和＝０の項目）を TMS（ISO9001 の
中心 MS）に反映をする。それらの項目は前項の「DPEC の強み」で示した項目・内容で
ある。それらを 2次項目でまとめると表 4.1.32 のようになる。 
 












4.1.4 ISO9001 と他の ISOMSS の対応強度比較 
 ISO9001 は既述のように ISOMSS の中では最も日本的 DPEC と対応強度が強く、日本で
最も多く運用されているが、中小企業・組織のアンケート調査でも ISO9001 以外のマネ
ジメントシステムの必要を認めていることから、ISO9001 を中心 MS として、ISO9001 に
足りない内容を補ってISOMSSを運用する場合に他のISOMSSをどのように反映していけ
ばよいか研究するために、ISO9001 と ISO9001 以外の ISOMSS のマトリックスによる対
応強度を調べた。この ISO9001 と ISO9001 以外の ISOMSS のマトリックスも膨大な表と
なるので、別途エクセルのマトリックス表にして分析をしたが、その表は示さない。マトリ
ックス分析概念は表 4.1.33 のように捉えた。 
 
表 4.1.33 ISO9001 と他の ISOMSS の対応強度マトリックス分析の概念 
ISOMSS 品質 ISO9001 対応強度点行和 対応強度率と対応強度の考え方 
食品安全 ISO22000 対応強度点付け 行 和 ①行和=0 は各 ISOMSS の強み（各
ISOMSS に あ る 要 求 事 項 が
ISO9001 にはない） 
②ISOMSS からみた ISO9001 の対
応強度率＝(Σ行和／5 点満点ｘ各
ISOMSS 毎の行数)ｘ100%、（但し、
行和 5 点以上は対応強度 5 点とし
た） 
環境 ISO14001 対応強度点付け 行 和 
情報安全 ISO27001 対応強度点付け 行 和 
労働安全 OHSAS18001 対応強度点付け 行 和 
ｴﾈﾙｷﾞｰ ISO50001 対応強度点付け 行 和 
ﾘｽｸ ISO31000 対応強度点付け 行 和 
CSRISO26000 対応強度点付け 行 和 
対応強度点列和 列 和  
対応強度率と対応強度の
考え方 
①列和=0 は ISO9001 の強み 
②ISO9001 からみた各 ISOMS の対応強度率＝(Σ列和／5 点満点ｘISO9001
の列数)ｘ100%、（但し、列和 5 点以上は対応強度 5 点とした） 
 
対応強度率は｛（ISO9001 要求事項の 3次の列和が 5点以上は５点とし、5点以下はそ
のままの点数として合計した点数）/（ISO9001 の 3 次要求事項項目数×5点満点｝ｘ100
＝ISO9001 から見た ISOMSS の対応強度率として算出した。その結果を表 4.1.34，図
4.1.10 に示した。 
 
表 4.1.34  ISO9001 からみた各 ISOMSS の対応強度率（％） 
ISOMSS 品質 ISO9001 対応率 
食品安全 ISO22000 Σ列の合計 5 点以上は 5 点、5 点以下はその数値／192 項目×５点満点 37.7 
エネルギーISO 同上 33.8 
環境 ISO14001 同上 31.5 
情報安全 ISO 同上 31.3 
労働安全 同上 30.7 
リスク ISO 同上 5.6 




図 4.1.10  ISO9001 からみた各 ISOMSS 対応強度率(%) 
 
（１）ISO9001 と他の ISOMSS の比較研究で分かったこと 
 ISO9001 と社会的責任 SRISO とリスク RISKISO の対応強度率は、5%程度で極めて小さ
いが、SRISO と RISKISO 以外の ISOMSS は ISO9001 との対応強度率が 30%以上の高い対
応関係があることが分かった。SRISOとRISKISOはISO9001との対応強度率が小さいが，
どのような組織でも SRと RISK 対応は必要なので，SRISO と RISKISO は中小企業・組織
向け TMS の組織全体をカバーする MS とする。 
ISO9001 との対応強度率の非常に小さい SRISO と RISKISO を除いた場合、ISO9001 と
他のISOMSSの要求事項の対応強度率はどの程度になるか調査した。その結果をISO9001
の 1次の要求事項でまとめて対応強度率に整理すると表 4.1.35 と図 4.1.11 となった。
当然ではあるが ISO9001 は品質マネジメントシステム規格であるので 7項の製品実現
が他のISOMSSの要求事項に比較して製品に対する要求が細かく規定されおり、ISO9001
以外の規格では製品に関する規定はほとんどないので 7項の製品実現の要求事項と他
の ISOMSS の要求事項の対応強度率は 3%と小さくなっている。逆にいえば、7項の製品
実現以外の ISO9001 要求事項 4項：品質マネジメントシステム、5項：経営者の責任、
6項：資源の運用管理、8項：測定、分析及び改善は他の ISOMSS と要求事項において
対応強度率が高い（40%以上）ので要求事項に共通要求事項が多いことを示している。
この共通要求事項が何かを見出して TMS の共通要求事項にすれば、ISO9001 とそれ以外




RISKISO・SRISO を除く他の ISOMSS との共通要求事項を調査することにした。 
 


















図 4.1.11 ISO9001 の 1次要求事項と RISK・SRISO 以外の ISOMSS 要求事項の対応強度率 
 
（２）ISOMSS 間の共通項目の調査研究 
 ISO9001 の要求事項と他の ISOMSS の要求事項と共通要求事項を見い出せば、それらの
共通要求事項を TMS の共通要求事項として、その共通要求事項に各組織の採用する
ISOMSS の共通事項以外の要求事項に対応した自組織の目的に合せた TMS を構築すれば
よいことになる。したがって、次に中心 MS とする ISO9001 と他の ISOMSS の要求事項
の対応強度の強い要求事項は何かを ISO9001 の要求事項と SRISO と RISKISO を除いた
ISOMSS の要求事項をマトリックスで分析、調査をした。ISOMSS と ISO9001 の間で共
通化できる項目・内容はどれかを、ISO9001 要求事項の 2 次レベルでの要求事項と他の
ISOMSS の要求事項との対応強度で共通要求事項を抽出することにした。その結果を表
4.1.36 ISO9001 要求事項の 2次項目と他の ISOMSS 毎の対応強度率にまとめた。この
対応率を図 4.1.12 ISO9001 の４~8 項の 2 次要求事項と他の ISOMSS との対応強度率に
示した。共通要求事項は、ISO9001 の 2 次の要求事項と SRISO と RISKISO を除いた他の
ISOMSS の要求事項との対応強度>40%の要求事項を共通要求事項とすることにした。40%




であり、TMS に妥当な項目になっている。TMS において ISO9001 以外の ISOMSS を採
用する中小企業・組織は共通要求事項として ISO9001 の「8.5 改善 70%、5.5 責任・権限
及びコミュニケーション 58%、 5.6 マネジメントレビュー58%、 6.2 人的資源 53%、 4.2
文書化 50%、 8.2 監視及び測定 49%、 5.1 経営者のコミットメント 46%、5.3（品質）
方針 46%、5.4 計画 43%、6.1 資源の提供 41%」で MS に共通性のある項目であり，この
項目を使用して各々の MS 構築をすればよいことになる。40%以下の項目は 8.1 項一般
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図 4.1.12 ISO9001 の４~8 項の 2 次要求事項と他の ISOMSS との対応強度率 
 
（３）TMS に反映する項目 




表 4.1.37 ISO9001 と他の ISOMSS の関係調査結果から TMS へ反映する内容のまとめ 
ISO9001 とそれ以外の ISOMSS の対
応強度比較調査結果わかったこと TMS への反映事項と方向付け 
①（前述の再述）SRISO と RISKISO
以外の ISOMSS は ISO9001 との対応
強度率が 30%以上の高い対応関係
があることが分かった。 
②SRISO と RISKISOの ISO9001との
対応強度は 5%程度で極めて対応関
係が小さいことが分かった。 
③ISO9001 要求事項と SRISO と




①SRISO と RISKISO は TMS には対応強度率が小さ
いが組織運営全体に影響するので，TMS 全体をカ

































































































加熱（約成形に 10 分）→加熱オイル媒体による加熱（約成形に 6 分）→現在の誘導加熱方



















疑問文 Q1：なぜ失敗：F をしたか？「答え A1：Q1 に対する答え A１を記入する。引き
続き質問 Q2：なぜ A１か？と A1 を疑問文にして質問し、Q2 の答え A2 を記入する」こ
れを繰り返して真の原因にたどり着いた答えｎ回（An とする）で Q＆Aを終わり、An を





を考察した。表 4.2.1 に「なぜなぜ分析」のプロセスを示した。 
 








































織の TMS にそのまま反映できる。 
 
６．結論：中小企業・組織の MS へ反映 




















 本事例は 1973 年の石油ショックを背景に発生した乗用車のドアのアームレストが脱
落するという市場クレームである。石油ショックは 1973 年と 1979 年に原油の供給不足
とそれに伴う価格高騰によって世界的経済混乱を招いた世界同時不況である。1973 年
10 月 6 日に第四次中東戦争（6 日〜26 日）が勃発し、これを受け 10 月 16 日に、石油
輸出国機構 (OAPEC) 加盟産油国のうちペルシア湾岸の 6 ヶ国が、原油公示価格を 1 バ


































































を加えて 50kg 以上で脱落なら合格とする）」評価をした結果 60kg で脱落し従来品と変
わらなかったので、他の数十種類のアームレストも合格であるとして、海外産材料Ａを
量産材料として切り替えた。表 4.2.2 に国産材料と海外産材料の物性比較を示す。 
表 4.2.2 国産材料 Aと海外産材料 Aの物性比較    
特性 規格 国産材料結果 判定 海外産材料品結果 判定 
伸び率% 60 以上 120 合格 80（規格内だが従来品より低下） 合格 

























































































































を表 4.2.6-1/3～表 4.2.6-3/3 で概観し、本事例と関連させて、リスクマネジメントを
中小組織の TMS の中でどうのように反映し、運用すればよいかを考察する。 


































表 4.2.6-1/3．ISO31000 の抜粋から中小企業・組織への反映の考察（出典：ISO31000） 
ISO31000 から抜粋（出典：ISO31000） 
ISO31000 と事例から中小企業・組織


























































































































































表 4.2.6-3/3．ISO31000 の抜粋から中小企業・組織への反映の考察（出典：ISO31000） 




































５．結論：中小企業・組織の MS への反映 



















たこと及び 1974 年、アメリカ合衆国の安全に関する規制事項を定めていた FMVSS
















 海外の技術提携である国際的技術ライセンシーグループ ITLG（International 






























































まとめ、表 4.2.7 に示した。 
（1)成功要因 































































































ムにするので，形骸化しない，まさにその組織に合致した TMS になる。 
 























































の日本的 DPEC と ISOMSS の対応強度の研究結果でも明らかになったように、ISO9001 マ
ネジメントシステムの運用を行っていただけでは新製品は生まれてこないといってよ



























日程 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1
項目




























































































































































































































































































２次 構成部品重量 ｿﾌﾄﾌｨｰﾘﾝｸﾞ 目視本物感
要求品質展開表
１次 ２次 ３次





触ると本革の感じがする ぬめり感がある 0.400 0.400 2.000 0.400
触るとｿﾌﾄである 一体感がある 0.004 0.004 0.012 0.012 0.004 0.004
弾性感がある 0.004 0.004 0.020 0.020 0.020 0.012 0.012 0.004
もどりがよい 0.004 0.004 0.020 0.012 0.012 0.012 0.004
腰がある 0.004 0.004 0.020 0.018 0.018 0.018
燃費効率がよい ガソリン消費がすくない 軽くする 0.031 0.031
部材が軽い 0.035 0.035
長持ちをする 初期の状態である 色調が維持される　









　　　　重　　　　　　要　　　　　　　度 0.07 0.07 0.42 0.42 0.03 0.07 0.05 0.04 0.04 0.01 0.04 2.06 0.45
















































































































































る   
豪華である                   豪華である 
燃費効率がよい                   燃費効率がよい 
長持ちする                   長持ちする 
社内安全である                   社内安全である 
環境にやさしい                   環境にやさしい 
 
表 4.2.10-2/3   AHP結果 
















１／７ 1 1 3 3  1.05  0.18  
社内安全である １／５ １／３ １／３ 1 1  0.47  0.08  
環境にやさしい １／７ １／３ １ 1 1  0.54  0.09  
          計 5.81  1 
 
表 4.2.10-3/3  AHP結果 
各比率にｳｴｲﾄを掛ける 














豪華である 0.55 1.05 0.45 0.35 0.56 2.96  2.96/0.55 5.38 
社内安全である 0.11 0.05 0.05 0.07 0.08 0.36 0.36/0.077 5.14 
環境によい 0.08 0.05 0.15 0.07 0.08 0.43 0.43/0.08 5.38 


















































第２材料 ｄ ａ ｂ Ａ社
研　究　し　た ｶﾞｽ CAT B.A. Ｄ社
要　　　　　　因 樹脂 Ａ社 ｅ ｆ ｃ Ｃ社
Ｂ社 表面 表面 表面
凹凸 凹凸 凹凸
Ａ ｅ分 d ａ
Ｂ ｆ分 ｃ ｂ
機械
第２材料ｷｭｱ B.A. Ｂ．Ｖ．
手　　　法 Ｌ３２直行実験 ２元配置実験 ３元配置実験
①Ａﾀｲﾌﾟ機械 ①ＣＡＴ＝ｅ ①材料Ａ＝Ｄ





A:成分比 1 1.5 2 1
Ｂ：型温 30 40 50 2 Ｘ2
芯　　　　材 Ｃ：Ｒ．Ｖ． 3000 4000 5000 3
Ｄ：Ｒ．Ｇ． ａ ｂ ｃ 4 Ｘ11
Ｅ：Ｓ．Ｍ． ｄ ｅ ｆ 5
Ｆ：Ｂ．Ａ． 3 4 5 6
Ｇ：Ａ．Ｍ． ｇ ｈ ｉ 8
Ｈ：Ｂ．Ｖ． 2 4 6 9 Ｘ2
加　　　　　工 Ｉ：Ｂ．Ｔ． 2 6 10 10 Ｘ3
Ｊ：保持時間 10 20 30 12 Ｘ4











Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ Ｇ Ｈ Ｉ Ｊ Ｄ 補 補
要　　因 成 型 保 × 助 助
分 Ｒ Ｒ Ｓ Ｂ Ａ Ｂ Ｂ 持 Ｈ 特 特
特　　性 比 温 Ｖ Ｇ Ｍ Ａ Ｍ Ｖ Ｔ 時 性 性
（数字：寄与率） 間
Ｘ１ ｘ１１ ｘ２ ｘ３ ｘ４ ｘ１０ ｘ１２
ｙ１：表面材重量 Ｘ5 4.9 5.8 23.3** 26.3**
ｙ２：表面材肉厚 Ｘ6 17.2＊＊13.2＊＊13.7** 35.7**





































表４．４　ＦＭＥＡと予測 ・発生 問 題 の フォロー
　品　　名　 Ｃ／Ｂ 工程 成形 段階 試作 承認 照合 作成者
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　評　　価　　基　　準 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　評　　価　　基　　準
点数 発生頻度 きびしさ 検出難易 点数 　　　発　生　頻　度 きびしさ
ランクＡ 150以上 9～10 多発20%以上 商品の機能をしない 未発見でﾕｰｻﾞｰへ 3～4 ～５％ 敏感な次工程
ランクＢ 100～150 7～8 ～20% 大部分の苦情有り 最終工程へ 1～2 極まれに発生～１％ ほとんど苦情なし
ランクＣ 99以下 5～6 ～10% 一部の苦情有り 次工程へ
Ｎｏ 不具合 　　不　具　合　の　影　響 不具合の原因 発生頻度 きびしさ 検出難易 危険優先 ランク 対策・処置
機能 故障モード ＱＣＤ （４Ｍ）
表 Ｑ 不良で廃棄 （方法）振動不足 振動設備増設
1 面 凹凸 5 10 4 200 Ａ
品 Ｃ コストアップ （材料）粉体不良 注入法改良
質
品 工 承認 照合 作成者
　Ａ　製　品 成形
名 程
予 　　　　　　　　　対 　 　 　 策 　 　計 　 　 　　 画対策状況 判定 対策状況
No 　　項　　　　　目 発 　　　　　原　　　　　因 どのように いつ だれ 試作 生産試作
振動不足 振動増設 ○／△ 設計 設計中 △ ４ヶでＯＫ
1 表面凹凸 予 粉体不良 注入法改良 ×／◎ 生技 Ｐ／Ｂ法 ○
高粘度
2 ｴｱトラップ 発 ﾊﾟﾀｰﾝ不適 ﾊﾟﾀｰﾝ変更 ◎／□ 生技 発生 ×
Ｙ１ 硬度 ◎ △ ◎ ◎
製 凹凸 ◎ ○
品 接着 ○
特 寸法 ○
性 ・ Ｘ１ 外 硬 加
中 皮 さ 　　 熱・・
間 硬 範 収














































表4.2.13 QDｍ 品質・コストから売価算出法 

























100円ライターの例 A B ＡＸＢ Ｃ ＡＸＣ Ｄ ＡｘＤ Ｅ ＡｘＥ Ｆ ＡＸＦ
確実に着火する 21 4 84 5 105 3 63 4 84 5 105
使いやすい 21 3 63 4 84 3 63 3 63 5 105
安心して携帯できる 17 4 68 4 68 4 68 4 68 4 68
長い間使用できる 12 3 36 3 36 3 36 3 36 3 36
よいデザインである 17 3 51 4 68 2 34 3 51 4 68
愛着がもてる 12 3 36 4 48 3 36 4 48 4 48
総合品質：Ｇ 100 338 409 300 350 430 
品質係数Ｑ1（最も高品質に比較して：数値
が高い方が良い）
0.79 0.95 0.70 0.81 1.00 
価格Ｓ（円）（実販売している価格） 100 110 95 105 Ｘ（円）とする
価格比率Ｑ2（最廉価／各社価格）：（最も安
いと比較して、数値が高い方が良い） 0.95 95/11=0.86 1.00 0.90 （最廉価／Ｘ）=（９５／Ｘ）





r≦１ 0.75/0.82=0.91 1.00 0.70/0.82=0.85 0.74/0.82=0.90 (95/x)/0.82=1
ＳＸＱｒ：は新製品をＸ○○(円）とした時の各


































































































































  図4.2.5 SECIモデルとQFD（出典：QFDとナレッジ・マネジメント研究会冊子より）   
 










表4.2.16  QFDの実績に基づく業務機能展開事例 











戦術をたてる（ITLG の有効利用をする） 経営者が戦術を示し関係者と調整して決める 

































































をして表 4.2.17 にまとめた。 
 

















A4： 総関係者が 4M と QCDM 目標が共
有できた 




















































 中小企業・組織の TMS のスキームにも「トップビジョンから経営戦略（新製品開発戦
略・戦術）」、「トップによる総合ＤＲ」、成功事実をインプットした「マネジメントレビ






















































しての QCD を確保する責任ある幹事メーカーとして、MS の観点で成功の要因を解析研


















































表 4.2.18 に整理をした。 
 

































































































品質保証 （サブチーム）          
コスト管理（サブチーム）    ○      ○   




Ａ 製品            
Ｂ 製品    ○      ○  
















 中小企業・組織も別法人と協業する事業はあるので、この事例から TMS に｢方針｣、「目
的」、「目標」、「計画」、「実施の進捗管理」を項目として反映する。 
 
































































ISO9001 の 8.2.2 項の内部監査の要求事項に従って作成した「内部監査手順書」で内部
監査を運用してきている組織がほとんどである。 
(2)本事例研究の計画 






1)ISO9001 の内部監査員養成コース受講者に ISO9001 についてアンケート 
2006 年に名古屋商工会議所で実施した中小企業・組織の内部監査員養成受講者に
対して、ISO9001 認証登録して良い点、悪い点について自由に記入するアンケート
（N=32 人）を実施した結果を整理した。そのアンケート結果を表 4.2.19（表 1.6 と
同じ）に示す。 
 























の ISO9001 品質マニュアルの ISO9001 要求項目毎に該当する欄に○をしてください」と
いうアンケートをした。ISO9001 要求項目の中の 8.2.2 項内部監査の項目について評価














































































A2：ISO9001 の 8.22 項内部監査の要求事項に
合わせているから  
















































              ①計画は適切か 
                              
              ②実施は計画通りか 
              （ﾙｰﾙを守っているか）       
              ③結果は有効(目標達成)か   
 






























































は当たり前のことになっている筈だからである。したがって ISO 認証登録 2,3 年以上経
過している企業・組織では経営方針･目的・目標（自社の要求、自組織・自部門の要求
（P,Q,C,D,S,M,E･･（Ｐ:Profit 利益計画，Productivity 生産性，Q：Quality 品質，C：










































































































         図 4.2.8  形骸化内部監査と業績向上内部監査 



































出して失敗事例表 4.3.1、成功事例表 4.3.2 に示した。 
  
表 4.3.1 MS の観点から失敗事例と中小企業・組織の MS に必要な項目 
事例 中小企業・組織の MS のあり方の考察 
中小企業・組織の TMS に必
要な項目 
ア ー ム レ
ス ト 脱 落
市 場 ク レ
ーム  
本事例の失敗要因はリスクマネジメントがなかったことである。


















ウ レ タ ン


















































































































































































(1)失敗要因から TMS 反映事項への考察 





















(２)成功要因から TMS 反映事項への考察 


















発生管理（リスク管理）」は ISO9001 の 8.5.3 予防処置「組織は、起こり得る不適合が
発生することを防止するために、その原因を除去する処置を決めること。予防処置は、
起こり得る問題の影響に見合ったものであること･･･」の運用でカバーできた可能性が
ある。「開発方針・目的・目標の決裁」は「5.3 品質方針、5.4 計画の 5.4.1 品質目標」
を拡大適用して運用すれば対応できたと考えられるが、品質分野に限る運用ならカバー
は難しい。「部門・機能・製品別管理組織図」は、ISO9001 の 5.5.1 責任及び権限「ト
ップマネジメントは、責任及び権限が定められ、組織全体に周知されていることを確実
にすること」を品質機能組織だけでなく、部門・機能・製品別管理組織の概念まで拡大




































４．４ 仮説 TMS-1 の提示 
4.4.1TMS-1 の提示への考え方 
 本研究からこの TMS-1 概念図に至る過程をまとめる。まず、日本的マネジメントシス
テムと国際的なマネジメントシステムの歴史を調べた結果、今日的には日本でマネジメ
ントシステム規格の品質 ISO（QMS）・環境 ISO（EMS）の認証登録が減少に転じているこ














で MS の現場との乖離を無くし，本当に中小企業・組織に役立つ TMS にするために，現
場の要求・要望である「経営理念、不祥事（企業倫理・社会的責任）、経営要素指標」
を TMS に反映することにした。経営理念は半永久的にその組織の存在理由の根幹をなす
ものであるので MS の枠内で他の MS 要素のように改訂、改善がされるものではない。し
たがって、TMS の中に入れるべきでないということも言えるが、組織の存在理由の根幹
をなすものであり、MS の根底にあるものであり、組織運営に影響を与えるものである










は 84.8%で，中小企業（組織）の経営層の要求内容は ISO9001 にアンマッチであり，日
本的 DPEC の方がマッチングしていることが分かった。そこで、中小企業。組織の要求
にマッチしている日本的 DPEC と全 ISOMSS の要求事項との対応強度を調べた結果、品質
ISO9001＝53.1%、食品安全 ISO22000＝23.8%、環境 ISO14001＝16.6%、リスク
ISO31000=14.8%、エネルギーISO50001＝11.7%、情報安全 ISO27001＝7.6%、労働安全
OHSAS18001＝3.8%、社会的責任に関する手引き ISO26000＝1.7%であり、ISO9001 が DPEC
に最も対応強度が高いこと、世界的に、また日本でも ISO9001 が最も多く運用されてい
ることから ISO9001 を中心 MSにすることにし、ISO9001 になくて日本的 DPEC にある（日
本的 DPEC の強み）を ISO9001 に反映させることにした。 
さらに、ISO9001 の要求事項と他の ISOMSS の要求事項の対応強度を調査・研究した
結果、40%以上の対応強度がある項目は MS の共通要求事項として TMS に反映させること
にした。共通要求事項以外は各組織が採用する ISOMS の要求事項に従えばよいというロ
ジックになる。これに各社の事例結果、事実に基づいて標準化・基準化した内容を TMS






内容を 5W1H 的に TMS に反映をすることを繰り返すことで中小企業・組織の永続性に繋







































              図 4.4.1 TMS-1 概念図-1 
 












          
4.4.2 中小企業・組織向け TMS-1 モデルの概念図 
中小企業庁の定義である中小企業規模、資本金 3億円、従業員 300 人以下の組織を対
象に、本研究で得られた結果を TMS-1 の概念図として図 4.4.1、図 4.4.2、図 4.4.3 に
示した。図 4.4.2 の概念図の社会的責任（SR）から結果までの階層項目毎に本研究で行
った「事例」、「中小企業（組織）の現場のヒヤリングとアンケート結果」、「MSS 間の比
































































































































































            






















5 章 分析と考察 
 
5.1 仮説 TMS-1 の検証 
４章で提示した「総合的マネジメントシステム（仮説 TMS-1）」のスキームが中小企
業・組織にとって必要か，重要か，有効であるかの観点からアンケートとインタビュー
で検証した。アンケートとインタビューは TMS-1 の項目別に 15 社に 5 段階評価をして




営理念・Q・C・D・S・M・E など経営指標を織り込んだ ISO9001 を運用している企業と
そうでない企業の差をみることで検証した。 
 
5.1.1 提示 TMS-1 の有効性のアンケート調査 
 アンケートは製造業に従事し生産管理・工程管理を学び、改善をするための勉強会に
参加した経営層と部門長層の人達 15 社 22 名にお願いした。勉強会参加の向上心のある
人達なのでアンケートに比較的真面目に答えてくれるサンプルであり、アンケート結果










5 点 ４点 ３点 ２点 １点 
①企業の社会的責任           
②経営理念（会社経営の根幹をなす哲学）          
③リスクマネジメント           
④経営目的を全員に明示する            
⑤中長期経営戦略を立てる            
⑥経営方針を明示する            
⑦目標を明示する            
⑧計画を明示する            
⑨実施状況を定期的に確認する           
⑩結果のまとめを定期的にする           
⑪業績向上内部監査をする 
     
⑫ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄﾚﾋﾞｭｰをして①③～⑧に反映 
     





結果をまとめ、表 5.2 に整理した。この表 5.2 から A1 の 200～300 人の中企業・組織で















るので B9と B10 をまとめて実施するとか B11 と B12 をまとめて実施する方がよいので
はないかと考えられる。以上のようなことが TMS-1 の有効性アンケートまとめ（表 5.2）
からは解釈ができるが、この表を２元表の分散分析による統計的処理をしてみた。TMS-1
を要因Ａ：従業員数（A1：200～300 人、A2：100～199 人、A3：99 人以下）とＢ：TMS-1
のスキームの項目（B1：企業の社会的責任～B12：経営者による見直しフィードバック）
の 2 元表として分散分析し、その結果を表 5.3「TMS-1 の各項目と従業員数の２元配置
分散分析結果」に示す。分散分析から次のことがいえる。①中小企業 10人程度～300
人規模による、TMS-1 の有効性評価には有意差はない。 ②提案 TMS-1 の必要性・重要




順番となっている（表 5.4 参照）。アンケート結果、TMS-1 の項目は最低評価点でも B1：
業績向上の内部監査をする（4点）であった。評価の平均＝4.5 で非常に有効であると
有効であるの間の評価を得た。有意差の認められた TMS-1 の経営項目の有効性順位を表







表 5.2 提案 TMS-1 の項目の有効性評価アンケート結果のまとめ表（中小企業 15 社） 
社員数 Ａ１：200人以上＝5社 Ａ２：199～100人＝5社 Ａ３：99人以下＝5社
結果 5 4 3 2 1 計 5 4 3 2 1 計 5 4 3 2 1 計 合計 合計/１５
Ｂ１ ①企業の社会的責任（企業倫理・説明責任・透明性など） 5 12 3 20 15 8 23 10 12 22 65 4.3 
Ｂ２ ②経営理念（家訓・社是・指針など会社経営の根幹をなす哲学）） 5 12 3 20 10 8 1 19 20 4 24 63 4.2 
Ｂ３ ③リスクマネジメント 20 4 24 15 4 3 22 10 12 22 68 4.5 
Ｂ４ ④企業経営目的を全員に明示する 15 8 23 20 4 24 15 8 23 70 4.7 
Ｂ５ ⑤中長期経営戦略を立てる 25 25 20 3 23 15 4 3 22 70 4.7 
Ｂ６ ⑥経営方針を明示する 20 4 24 15 4 3 22 15 8 23 69 4.6 
Ｂ７ ⑦目標を明示する 20 4 24 15 4 3 22 15 8 23 69 4.6 
Ｂ８ ⑧計画を明示する 25 25 15 4 3 22 15 8 23 70 4.7 




期など）にする 15 8 23 20 1 21 10 8 3 21 65 4.3 
Ｂ１




反映する 10 12 22 20 1 21 10 8 3 21 64 4.3 
７．ＴＭＳモデルで不足している内容は
何かありますか 0 0 0 0 0.0 
計 195 76 6 0 0 277 200 40 18 0 4 262 165 84 15 2 0 266 805 53.7 
平均＝ 16.3 6.3 0.5 0.0 0.0 23.1 16.7 3.3 1.5 0.0 0.3 21.8 13.8 7.0 1.3 0.2 0.0 22.2 4.5 4.5 
表 5.3  TMS-1 の各項目と従業員数の２元配置分散分析結果 
   ＳＳ(平方和） ｄｆ自由度 ｍｓ Ｆ０ 検定結果 
Ｓａ(従業員数）  10 2 5.00 2.7 有意差なし  
Ｓｂ（TMS-1 の各項目） 63 12 5.25 2.8 ＊（5％危険率で有意差有） 
ｅ誤差  45 24 1.88 
 
   
Ｆ２４の２＝3.38 、5.57      Ｆ24 の 12＝3.03、2.18   
 













































































アンケート結果を総括すると、提示 TMS-1 の項目の有効性評価は、すべて 4点（有効で























表 5.5 ISO26000 の 7つの中核主題に対する取組状況・考え方の生の声（ｱﾙﾊﾍﾞｯﾄは社名） 

































































































い、共存共栄が絶対に必要である。             
(ＭSK）：「不正な取引をしないこと」の規定を

















を売らない。                    




















表 5.6 ISO26000 の「７つの中核主題」とインタビュー結果の整理  
７つの中核主題  中小企業経営者インタビュー結果，中小企業の実施内容  
(1)組織統治  ①従業員の透明性の確保、 ②第 3者監査システム有り，③経
営者による経営の透明性 を確保 
(2)人権  ①海外労働者の平等性確保、 ②海外労働者と経営情報共有  
(3)労働慣行  ①ハンディキャップ者の採用、②ワークシェアと解雇回避  
(4)環境 ①環境配慮実践、 ②環境 ISO 認証登録，③地域環境配慮  
(5)公正な事業慣行  
 
①共存共栄、②不正取引防止、 ③公正な事業慣行当り前   




④消費者第一主義   
(7)ｺﾐｭﾆﾃｨ参画・開発  ①地域社会貢献リーダー育成、②地域イベントに参加 
①中小企業の経営者インタビューで、経営者は中核７主題について、日常的に俯瞰して
当り前として実践していることが検証された。  





題の重要性・必要性を 5 段階評価点で評価してもらった。中小企業 4 社と大企業 1 社、







ている（4.9 点）。一方 10 人程度の小企業では数値上はあまり重要視していない（3.7
点）が、実際に重要視していないのではなく、小企業は社長が社員を直接観られると同




す。表 5.8 の７つの中核主題に対する重要度・必要性の評価は、総平均 4.4 点で、いず
れの課題も重要・必要と評価している。評価点の多い順に示すと①公正な事業慣行（24
点）、②労働慣行(23 点)、③組織統治、環境、消費者に関する課題(22 点)、⑥人権(21
点)、⑦コミュニティ参画・開発(20 点)となった。重要・必要度の 5点評価は 61.7%、4
点評価は 28.6%、3 点評価は(9.7%)、2 点と 1 点評価は 0%であった。インタビューのそ
のままの表現でも中小企業・組織の経営層は｢社会的責任｣を当り前として実践している
といえる。これらから ISO26000 社会的責任の 7 つ中核主題は重要で必要であることが
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 表 5.8  ７つの中核主題・考え方に対する中小企業・組織の評価点 
7つの中
核主題 

























































































0 0 20 
計 95 44 15 0 0 154/5x7
=4.4 
％ 61.7% 28.6% 9.7% 0% 0% 100% 
 
（3)インタビュー結果の考察 


















































企業の永続性る いつも黒字経営である 0 0




る 5 2 2 3 3 3 18 5










る 2 1 3 3
従業員が明るい 0 0
合計点 12 2 5 2 4 3 3 31 13




























を入れる。   
















MN 社 ＳＲ・理念は文書にして全組織員に徹底する必要があると思う。 
経営理念も中小企業・組織向け TMS に必要か，不要かをインタビューした結果 ①各社ともＳＲと企業理念
は必要である、としている。 ②その必要理由は、「従業員の考え、行動規範のベースになる。全社員が共
有するものが必要である。永続的経営の根幹になる」であった。結論：TMS に「経営理念」を入れる。  
140 
 
5.1.4 提示 TMS-1 近似マネジメントシステム運用会社から TMS-1 の検証 
TMS-1 そのものの運用を実際に実務で運用している中小企業・組織はないが、TMS-1
に近似したマネジメントシステムを構築し運用している中小企業が 4 社あるので、
TMS-1 が中小に役立ちそうかを推定するために、その 4 社と、近似 TMS-1 ではなく
ISO9001 のみを運用している 3 社を訪問インタビューし、１社にはアンケートをして、
提示 TMS-1 の有効性を評価してもらうことで TMS-1 の有効性のひとつの検証とした。4
社とも QMS マニュアルに経営理念・指針を最上位に示して、品質だけでなく C：コスト、
D：納期・量、S：安全、M：士気など経営要素も MS に入れて運用している。 
 
(1)経営理念・経営指標織込んだ近似 TMS-1 を運用している２社の事例 
以下に 2社の経営理念・指針、方針を社名不詳で以下の①と②に示した。 


















マネジメントシステムを継続して改善し効果を上げることを要請・指示する。 200X 年○月○日制定 



























品質マネジメントシステムを継続して改善をすることを要請する。                 
２００X 年 ○月 ○日        NＮグループ代表取締役社長 印 
 
 
NN 社も OZ 社と同様に経営理念・指針と品質だけでなく安く（コスト）、早く、楽に・
安全に（従業員満足度）など経営指標に繋がる項目も品質マニュアルに組込んで、運用
している。経営理念・経営指標を組込んだ NN 社・OZ 社を含む 4社と、組込んでいない
３社の自組織のマネジメントシステムに対するアンケート結果を表 5.11 に示す。 
 
(2)近似 TMS-1 運用企業と ISO9001 のみ運用企業の評価 
企業理念・指針・経営指標を組込んだ MS を構築・運用をしている中小企業は全社経
営マネジメントを 100 とした時に近似 TMS-1 は 50%～80%であると高く評価し、MS の有
効性を認めている。これに対し企業理念・指針・経営指標を組込んでいない MS を運用
している中小企業はその MS を全社経営の 10%～30%と答えている。わずか 7社の結果で
はあるが、企業理念・指針・経営指標、経営指標を織込んだ近似 TMS-1 は有効性がある














経営理念・指針を MS に織込み状況 
NN 社 80 20 
経営理念・品質以外の経営指標を入れた TMS による MS
運用 8年間 
SG 社 65 35 社長は経営理念を説き・掲示している 
MS 社 60 40 企業理念を明示し、掲示周知徹底している 
OZ 社 50 50 
経営理念・品質以外の経営指標を入れた TMS による MS
運用 5年 
FG 社 30 70 経営事項審査点アップのため，経営理念未織込み 
HP 社 30 70 経営理念なし、顧客の要請でしかたなく導入 
TG 社 10 90 経営事項審査点アップのため，経営理念未織込み 
 
5.2 TMS-2 の経営機能項目の必要事由 
 研究目的「中小企業・組織の業績向上と永続性に寄与する TMS を提示すること」に
対して，４章で①中小企業・組織が ISO9001 を経営上どう認識しているかのアンケー
ト調査，②中小企業・組織の経営層・部門長層・担当者層が企業・組織に要求・要望す
る事項に関するアンケート調査，③②の経営層の要求と DPEC 及び ISO9001 との対応
強度，④DPEC と ISOMSS の対応強度，⑤ISO9001 とその他の ISOMSS の対応強度
から共通要求事項の抽出，⑥6 件の事例研究から導き出された経営機能事項から，中小
企業・組織向け TMS-1 を提示した。 
５章では TMS-1 の経営機能項目の有効性・必要性についてアンケートとインタビュ
ーをした結果を織込んで TMS-1 を修正して TMS-2 を提示した。TMS-2 の経営機能項
目の必要事由は，4 章の研究と５章のアンケート・インタビュー調査の結果からまとめ
た。TMS-2 の必要事由の内容の中に，ISO9001 と ISOMSS の対応強度率 40%以上の項
目を TMS の共通要求事項とするとしたが，この 40%以上の項目は共通性があり、40%以
下の項目は共通性がない個別 MS の要求事項であったので、結果的に 40%以上が共通要
求事項となった。その共通要求事項は「8.5 改善、5.5 責任、権限及びコミュニケーシ
ョン、5.6 マネジメントレビュー、6.2 人的資源、4.2 文書化に関する要求事項、8.2 監
視及び測定、5.1 経営者のコミットメント、5.3 品質方針、5.4 計画、6.1 資源の提供」
である。中小企業・組織は複数の MS を採用する場合，採用する MSに応じて共通要求事
項のどの項目を採用するかを決める。MSS の組合せによっては，共通要求事項以外の項
目の組込み要否を検討する必要がある。MSS毎に MSを構築するという非効率を避けて，













 4.1.1 項の「ISO9001 を経営上どのように認識して運用しているか」のアンケート・
インタビューの中で「SR」についても質問した。SR に対しては「地域活動から地球環
境対策まで含め、ステークホルダの経済的向上を目指して社会貢献をする」との回答が
あった。4.1.2 項では、実際の現場の声を TMS に反映するために中小企業・組織の経営
層・部門長層・担当者層に、「企業・組織はどうあって欲しいか」のアンケートをした
結果、部門長層から「不祥事は困る」という要望があった。4.1.4 項で ISO9001 と ISO9001
以外の ISOMSS 要求事項・指針とのマトリックス対応強度率を調査した結果，
ISO26000(SR 指針)は 5.1%と非常に小さかった。5.1.1 項で TMS-1 の有効性について検
証するためにアンケートをした結果、従業員 200 人以下の企業は数値の上では 200 人以








































































































検討して形式知化する内容は特許，技術標準，MS 等にして MS に織込んで次のプロジェ














5.1.1 項で TMS-1 を検証するために TMS-1 の「RISKMS」の必要性・重要性・有効性に
ついてアンケートした結果，200 人以下の企業は 4.4 点，200～300 人の企業は 4.8 点，
総平均は 4.5 点であった。小企業は社長の俯瞰力があるが，中企業になると社長が全体
を把握しにくくなるので RISKMS の必要性・有効性の評価が高くなる傾向になる。 
事例研究から RISKMS をした場合は成功し、RISKMS をしない場合は失敗していること
が明らかになった。アンケートから小企業より中企業になるほど、RISKMS の必要性・
有効性が大きくなる傾向になる。これらの事例研究とアンケートから，事業の失敗をし
ない（成功する）ためには、中小企業・組織の TMS に「RISKMS」は必要である。 







































しない理由は ISO9001 の 8.2.2 項の内部監査の要求事項で次の a)と b)をしなさいとな
っているからである。すなわち，「a)品質マネジメントシステムが、個別製品の実現計

























5.1.1 項では中小企業・組織の TMS の目的・目標の有効性について、アンケートした






織の TMS に必要である。 



























4.2 節の事例 1「新製品ヘッドレスト開発」の成功要因は、100 人程度の小事業部で
資源が豊富でない経営環境の中で，経営層が「戦術を含も事業戦略」を明示したことで


















業・組織の TMS に必要である。 
5.1.1 項の TMS-1 の「経営戦略」の有効性について，アンケートの結果では 300 人程
度の企業はその必要性を 5 点と高く評価しているが，200 人程度になると 4.6 点，100
人以下になると 4.4 点と小企業になると評価点が下がる傾向がある。これは 300 人ぐら
いになると企業・組織の目的を達成するために中長期的に何をするかを明確にする必要
があるが，小企業は経営者が直接マネージできるようになるので評価点が下がっている。
300 人から数十人の中小企業・組織の「経営戦略」に対する評価の総平均は 4.7 と高か
った。 
事例研究、MSS 対応強度比較分析、アンケートから中小企業・組織の TMS に「経営戦
略」は必要である。 














































TMS の「方針」は，ISOMSS 間対応強度研究で，4.1.4 項の ISOMSS の共通要求事項研
究から共通要求事項に「方針」があり，TMS の中心 MS を ISO9001 とすることで ISOMSS
の「方針」は TMS に必要項目として必然的に ISO9001 から取込むことになる。一方，DPEC











































業・組織の MSとして運用していても品質以外の経営指標が無いので総合的経営 MS にな
らない。 




組織の TMS の経営機能に「目標」は必要である。 
 4.1.4 項の ISOMSS 間の対応強度比較研究から ISO9001 の「5.4項の計画」の中の 5.4.1
には「トップマネジメントは、組織内のそれぞれの部門及び階層で品質目標が設定され
ていることを確実にすること。･･･」と品質目標が規定されており，ISO9001 を中心 MS




指標を MS に入れたい」ということと合致する。従って，中小企業・組織の TMS の経営
機能の「目標」は ISOMSS（ISO9001）と DPEC の両方から取込む。ISOMSS からは，各組
織が採用する ISOMSS の「目標」が，DPEC からは「経営指標，パフォーマンスの目標」
を設定することになる。 
中小企業・組織の経営層は、ISOMSS と DPEC から取込んだ「目標」の中から自組織の
目的に合う「経営指標を含むの目標（値）」を設定すればよい。中小企業・組織が財務
MS・環境 MS・労働安全 MS，生産管理 MS など多くの MS を構築して運用することは資源
的にも大変なので，量・納期・原価・安全・環境・労務などの中から自組織の経営目的
に合う経営指標を含む目標（値）を設定して TMS に取込んで運用すれば良いと考える。 
 
(8) 計画（方策） 





































 ISO では ISOMSS 間の対応強度分析から ISOMSS の共通要求事項として「計画」がある










という言葉は 2 か所に出てくるが，これは日本では TMQ で PDCA はデミングサイクルと
も言われるように文言にしなくても当り前であるから，DPEC の評価基準には PDCA の P
（計画）は織込み済みと考えられる。以上より，中小企業・組織の TMS の「計画」は









































組織の TMS では「実施の進捗管理」を計画的に実施する必要がある。 





DPEC も 11.1.1 項の品質マネジメントに関する経営方針とその展開の b.で「経営方針
が組織的に展開され、組織一丸となって実施されていること」と規定しており、経営方
針を展開して計画し、それを実施することが求められている。 
中小企業・組織の TMS は ISO9001 を中心 MS とするとしたので、「実施」については
ISO9001 以外の ISOMSS を採用した場合は，採用した ISOMSS の範囲内の限られた実施と
なってしまうので、DPEC の経営方針展開で全体を包含・カバーした実施をするとよい。






























5.1.1 項の TMS-1 の「実施状況を定期的にまとめる」ということに対する有効性のア
ンケート結果では、定期的まとめと形式知化については，200 人以上の企業は有効性 4.6












DPEC では 11.1 基本事項の「5.市場の品質情報，組織内の品質情報の収集が体系的に行
われ，統計的方法，IT の活用とあいまって商品の開発・改善及び業務の質の管理・改善に
有効に活用されていること」が評価基準となっている。ISOMSS も DPEC も実施の情報を
とって分析し，次のテーマ・プロジェクトに活用しなさいと言っている。従って，中小企業・
組織向け TMS の「結果（事実を形式知化⇒活用）」には上述の ISOMSS と DPEC の基準
両方を取込む。 

















企業・組織の有効性評価は 3.8 点と低い。5.1.1 項の TMS-1 の検証アンケートでも「内
部監査」の必要性，有効性は総平均＝4 点と低い。インタビューでは「ISOMS の要求事
項に内部監査をするように求められているので，認証登録維持のためにしかたなく実施






































なっている。5.1.1 項の TMS-1 検証アンケートでは、マネジメントレビューの有効性ア
ンケート結果では 300 人～200 人の企業は 4.4 点、200 人以下の企業では 4.2 点であっ
た。マネジメントレビューは従業員数が少ないと重要視しない傾向あると同時に重要性




4.1.3 の DPEC の強みに『TQM 推進における首脳部の果たす役割の重要性から、首脳部
の以下の項目に関する理解、熱意、「方針及びその展開」、「レビューの状況」』があり、
その中に「レビューの状況」が首脳部の果たす役割と規定されている。一方 ISOMSS の













5.3 提示 TMS-1 の検証結果と TMS-2 の提示  
TMS-1 の有効性についてのアンケートとインタビューで検証し，その結果を反映して最
終的に TMS-2 を提示することにした。アンケート結果からは提示 TMS-1 の評価は TMS-1
の全項目で 4点以上、平均＝4.5 点（５点満点）であった。企業の社会的責任(SR)につ
いてのインタビューでは，中小企業・組織は SR を当り前として捉えて、実践している
ので当然提示 TMS-2 に入れる。5.1.3 の ISO9001 の認証登録中小企業・組織の ISO9001
に対する認識調査の中で QMS に経営理念・指針、経営指標 QCDSME などを MS に織り込ん
でいる企業 4 社は MS が経営に占める割合が 80％～50%と回答しているが、経営理念・
指針、Q・C・D・S・M・Eなどを MS に織り込んでいない企業は 10%～30%と回答しており、




るが効果が検証されているといえる。TMS-1 検証結果から 5.2 節の「TMS-2 の経営機能







これらを修正して TMS-2 のスキームを図 5.3、図 5.4、図 5.5，図 5.6 に示し、表 5.12 
















































































































































































































     





    
ISO26000 を参照し SR（方針）
を明示する 




   
 
 
   
ISO31000 を参照し事業のリ
スク方針を示す 
      
 
 
   
事業の方向性・ビジョン・目
的を明示する 












   













































図 5.６ 提示 TMS-2 フロー図２ 
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表 5.12 中小企業・組織向け提示 TMS の各項目の展開概要 
SR 
経営者が、自組織の中長期の目的、経営環境・状況・背景に応じて ISO26000 の 7 つの中核























5W1H 的に総関係者で計画し共有する。中間・進捗管理も計画段階で計画（書）する   

























8.5 改善、5.5 責任、権限及びコミュニケーション、5.6 マネジメントレビュー、6.2 人的資
源、4.2 文書化に関する要求事項、8.2 監視及び測定、5.1 経営者のコミットメント、5.3
品質方針、5.4 計画、6.1 資源の提供は複数の ISOMSS を採用する場合に、共通要求事項とし












かろう安かろう」の時代に 1951 年デミング博士、1953 年ジュラン博士が日本で品質管









して消極的であった。そのような背景にあって 1987 年に ISO は初めてマネジメントシ
ステム規格の ISO9001 を発行されたが、日本的といわれてきた内容はほとんど反映され
ていない，いわゆる欧米的なマネジメントシステム規格となった。もちろん ISO 規格を
採用するかしないかは ISO 加盟国が国ごとに決めることになっているので、ISO9001 も
採用するか否かは日本が決めればよかったことではある。日本が ISO9001 を JIS 化した






の企業・組織は合わさざるをえないという皮肉なことになった。その後 ISO9001 は 1994
年に第一回改訂がされたが 1987 年発効の規格の小改訂であり、2000 年の第 2回の改訂
でかなり日本的な要素が反映されてきているが、本研究で明らかになるように ISO9001
の運用だけでは組織全体の経営をカバーできないし、品質保証の分野に絞ってもみても
例えば PQCDSME などの日本的要素が不足していると言わざるを得ない。ISO9001 は 2008
年に第３回目の改定がされたが、2008 年版は 2000 年版と大きな内容の改訂はなく今日
（2013 年）に至っている。いろんな ISOMSS は世界的に受入れられ運用されており，そ
の中でも世界的に ISO9001 が最も多く運用されている。日本でも ISO9001 が最も多く運
用されているが，日本では 2008 年より認証登録件数が現象に転じている。なぜ，現象
に転じているかが本研究の問題提起のスタートである。 








ビューの調査研究、日本的 DPEEC と ISO マネジメントシステム間の比較研究、事例研究
から中小企業・組織向け TMS-1 を提示し，提示した TMS-1 が中小企業・組織に有効であ
るかをアンケート・インタビューで検証し，検証結果を反映して TMS-2 を提示すること
にした。 








TMS に反映することにした。経営層の要求・要望事項と ISO9001 の対応強度は 31.7%で
あったが、日本的マネジメントシステムとしてデミング賞評価基準（DPEC）との比較で
は対応強度は 84.8%で、やはり ISO9001 より日本的 DMSS の方が日本の中小企業の経営
者の要求・要望とマッチングすることがわかった。そこで、DPEC と多くの ISOMSS と対
応強度調査研究した結果では、DPEC と ISO9001 の対応強度が 53%で ISOMSS の中では最
も日本的 DPEC に対応していることがわかった。ISO9001 は日本で認証登録減少傾向に
あるとはいえ、最も多く（約 3.7 万件）運用されているので ISO9001 を TMS の中心 MSS
とすることにした。このメインマネジメントシステム ISO9001 の中に DPEC との比較研
究で明らかになった DPEC の強み（例 PCDSME など）を反映することにした。次にメイン
ISO9001の要求事項とISO9001以外の要求事項と対応強度の調査研究をした結果、SRISO
と RISKISO は対応強度が 5%程度であるが、SRISO と RISKISO はどの組織においても必要
なので TMS 全体をカバーする規格とすることにした。そして、SRISO と RISKISO を除く
ISOMSS 間で共通化できる要求事項として ISO9001 とその他の ISOMSS の対応強度 40%以
上の要求事項を TMS 共通要求事項とすることにした。それらの共通要求事項は「8.5 改
善、5.5 責任、権限及びコミュニケーション、5.6 マネジメントレビュー、6.2 人的資
源、4.2 文書化に関する要求事項、8.2 監視及び測定、5.1 経営者のコミットメント、
5.3 品質方針、5.4 計画、6.1 資源の提供」である。したがって、ISO9001 マネジメント





















 6.2 今後の課題 
 本研究で提示した TMS は、まだ多くの中小企業・組織に適用はできていないが、5.3
項の仮説の検証で一部分の中小企業の調査をしたように、QMSの中に TMS-1の企業理念、
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